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(57)【要約】
【課題】新規な有機金属錯体、および該有機金属錯体を含む発光素子、発光装置、電子機
器を提供することを目的とする。また、該有機金属錯体が溶解した組成物、並びに組成物
を用いた発光素子の作製方法を提供することを目的とする。
【解決手段】一般式（Ｇ１）で表される有機金属錯体を提供する。該有機金属錯体は溶媒
への溶解性が高い。また、発光効率が高い。よって、発光素子の作製に好適に用いること
ができる。また、該有機金属錯体を用いた作製された発光素子は、高い発光効率を実現す
ることができる。

【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　式（Ｇ１）で表される有機金属錯体を含む発光材料。
【化１】

　（式中、Ａｒは置換または無置換のアリーレン基を表す。Ｒ１はアルキル基、または置
換または無置換のアリール基のいずれかを表す。Ｒ２は水素、またはアルキル基、または
置換または無置換のアリール基のいずれかを表す。Ｒ３は水素、またはアルキル基のいず
れかを表す。なお、Ｒ２とＲ３は互いに結合し、脂環を形成してもよい。Ｍは中心金属で
あり、第９族元素、または第１０族元素のいずれかを表す。前記Ｍが第９族元素の場合ｎ
＝２であり、前記Ｍが第１０族元素の場合ｎ＝１である。Ｒ２１およびＲ２２の一方は、
炭素数２～１０のアルキル基またはハロアルキル基、他方は、炭素数１～１０のアルキル
基またはハロアルキル基を表す。）
【請求項２】
　式（Ｇ２）で表される有機金属錯体を含む発光材料。

【化２】

　（式中、Ｒ１はアルキル基、またはフェニル基、または置換基を有するフェニル基のい
ずれかを表す。Ｒ２は水素、またはアルキル基、またはフェニル基、または置換基を有す
るフェニル基のいずれかを表す。Ｒ３は水素、またはアルキル基のいずれかを表す。なお
、Ｒ２とＲ３は互いに結合し、脂環を形成してもよい。Ｒ４～Ｒ７は、それぞれ、水素、
またはアルキル基、またはハロゲン基、またはハロアルキル基、またはアルコキシ基、ま
たはアルコキシカルボニル基のいずれかを表す。Ｍは中心金属であり、第９族元素、また
は第１０族元素のいずれかを表す。前記Ｍが第９族元素の場合ｎ＝２であり、前記Ｍが第
１０族元素の場合ｎ＝１である。Ｒ２１およびＲ２２の一方は、炭素数２～１０のアルキ
ル基またはハロアルキル基、他方は、炭素数１～１０のアルキル基またはハロアルキル基
を表す。）
【請求項３】
　式（Ｇ３）で表される有機金属錯体を含む発光材料。
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【化３】

　（式中、Ｒ１はアルキル基、またはフェニル基、または置換基を有するフェニル基のい
ずれかを表す。Ｒ３は水素、またはアルキル基のいずれかを表す。Ｒ４～Ｒ１２は水素、
またはアルキル基、またはハロゲン基、またはハロアルキル基、またはアルコキシ基、ま
たはアルコキシカルボニル基のいずれかを表す。Ｍは中心金属であり、第９族元素、また
は第１０族元素のいずれかを表す。前記Ｍが第９族元素の場合ｎ＝２であり、前記Ｍが第
１０族元素の場合ｎ＝１である。Ｒ２１およびＲ２２の一方は、炭素数２～１０のアルキ
ル基またはハロアルキル基、他方は、炭素数１～１０のアルキル基またはハロアルキル基
を表す。）
【請求項４】
　請求項１乃至請求項３のいずれか一において、
　前記Ｒ２１および前記Ｒ２２の一方は、分岐を有するアルキル基である発光材料。
【請求項５】
　請求項１乃至請求項３のいずれか一において、
　前記Ｒ２１および前記Ｒ２２は、それぞれ、分岐を有するアルキル基である発光材料。
【請求項６】
　請求項１乃至請求項５のいずれか一において、
　前記Ｍは、イリジウムである発光材料。
【請求項７】
　請求項１乃至請求項６のいずれか一に記載の発光材料を有する発光素子。
【請求項８】
　式（Ｇ１）で表される有機金属錯体を含む発光素子用材料。
【化４】

　（式中、Ａｒは置換または無置換のアリーレン基を表す。Ｒ１はアルキル基、または置
換または無置換のアリール基のいずれかを表す。Ｒ２は水素、またはアルキル基、または
置換または無置換のアリール基のいずれかを表す。Ｒ３は水素、またはアルキル基のいず
れかを表す。なお、Ｒ２とＲ３は互いに結合し、脂環を形成してもよい。Ｍは中心金属で
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あり、第９族元素、または第１０族元素のいずれかを表す。前記Ｍが第９族元素の場合ｎ
＝２であり、前記Ｍが第１０族元素の場合ｎ＝１である。Ｒ２１およびＲ２２の一方は、
炭素数２～１０のアルキル基またはハロアルキル基、他方は、炭素数１～１０のアルキル
基またはハロアルキル基を表す。）
【請求項９】
　式（Ｇ２）で表される有機金属錯体を含む発光素子用材料。
【化５】

　（式中、Ｒ１はアルキル基、またはフェニル基、または置換基を有するフェニル基のい
ずれかを表す。Ｒ２は水素、またはアルキル基、またはフェニル基、または置換基を有す
るフェニル基のいずれかを表す。Ｒ３は水素、またはアルキル基のいずれかを表す。なお
、Ｒ２とＲ３は互いに結合し、脂環を形成してもよい。Ｒ４～Ｒ７は、それぞれ、水素、
またはアルキル基、またはハロゲン基、またはハロアルキル基、またはアルコキシ基、ま
たはアルコキシカルボニル基のいずれかを表す。Ｍは中心金属であり、第９族元素、また
は第１０族元素のいずれかを表す。前記Ｍが第９族元素の場合ｎ＝２であり、前記Ｍが第
１０族元素の場合ｎ＝１である。Ｒ２１およびＲ２２の一方は、炭素数２～１０のアルキ
ル基またはハロアルキル基、他方は、炭素数１～１０のアルキル基またはハロアルキル基
を表す。）
【請求項１０】
　式（Ｇ３）で表される有機金属錯体を含む発光素子用材料。

【化６】

　（式中、Ｒ１はアルキル基、またはフェニル基、または置換基を有するフェニル基のい
ずれかを表す。Ｒ３は水素、またはアルキル基のいずれかを表す。Ｒ４～Ｒ１２は水素、
またはアルキル基、またはハロゲン基、またはハロアルキル基、またはアルコキシ基、ま
たはアルコキシカルボニル基のいずれかを表す。Ｍは中心金属であり、第９族元素、また
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は第１０族元素のいずれかを表す。前記Ｍが第９族元素の場合ｎ＝２であり、前記Ｍが第
１０族元素の場合ｎ＝１である。Ｒ２１およびＲ２２の一方は、炭素数２～１０のアルキ
ル基またはハロアルキル基、他方は、炭素数１～１０のアルキル基またはハロアルキル基
を表す。）
【請求項１１】
　請求項８乃至請求項１０のいずれか一において、
　前記Ｒ２１および前記Ｒ２２の一方は、分岐を有するアルキル基である発光素子用材料
。
【請求項１２】
　請求項８乃至請求項１０のいずれか一において、
　前記Ｒ２１および前記Ｒ２２は、それぞれ、分岐を有するアルキル基である発光素子用
材料。
【請求項１３】
　請求項８乃至請求項１２のいずれか一において、
　前記Ｍは、イリジウムである発光素子用材料。
【請求項１４】
　請求項８乃至請求項１３のいずれか一に記載の発光素子用材料を有する発光素子。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有機金属錯体および有機金属錯体を含む組成物に関する。また、エレクトロ
ルミネッセンスを用いた発光素子、発光装置、電子機器および発光素子の作製方法に関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　有機化合物は、光を吸収することで励起状態となる。そして、この励起状態を経由する
ことにより、種々の反応（光化学反応）を起こす場合や発光（ルミネッセンス）を生じる
場合があり、様々な応用がなされている。
【０００３】
　光化学反応の一例として、一重項酸素の不飽和有機分子との反応（酸素付加）がある（
例えば、非特許文献１参照）。酸素分子は基底状態が三重項状態であるため、一重項状態
の酸素（一重項酸素）は直接の光励起では生成しない。しかしながら、他の三重項励起分
子の存在下においては一重項酸素が生成し、酸素付加反応に至ることができる。この時、
三重項励起分子となりうる化合物は、光増感剤と呼ばれる。
【０００４】
　このように、一重項酸素を生成するためには、光励起により三重項励起分子となりうる
光増感剤が必要である。しかしながら、通常の有機化合物は基底状態が一重項状態である
ため、三重項励起状態への光励起は禁制遷移となり、三重項励起分子は生じにくい。した
がって、このような光増感剤としては、一重項励起状態から三重項励起状態への項間交差
を起こしやすい化合物（あるいは、直接三重項励起状態へ光励起されるという禁制遷移を
許容する化合物）が求められている。言い換えれば、そのような化合物は光増感剤として
の利用が可能であり、有益と言える。
【０００５】
　また、そのような化合物は、しばしば燐光を放出することがある。燐光とは多重度の異
なるエネルギー間の遷移によって生じる発光のことであり、通常の有機化合物では三重項
励起状態から一重項基底状態へ戻る際に生じる発光のことをさす（これに対し、一重項励
起状態から一重項基底状態へ戻る際の発光は、蛍光と呼ばれる）。燐光を放出できる化合
物、すなわち三重項励起状態を発光に変換できる化合物（以下、燐光性化合物と称す）の
応用分野としては、有機化合物を発光物質とする発光素子が挙げられる。
【０００６】
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　この発光素子の構成は、電極間に発光物質である有機化合物を含む発光層を設けただけ
の単純な構造であり、薄型軽量・高速応答性・直流低電圧駆動などの特性から、次世代の
フラットパネルディスプレイ素子として注目されている。また、この発光素子を用いたデ
ィスプレイは、コントラストや画質に優れ、視野角が広いという特徴も有している。
【０００７】
　有機化合物を発光物質とする発光素子の発光機構は、キャリア注入型である。
すなわち、電極間に発光層を挟んで電圧を印加することにより、電極から注入された電子
およびホールが再結合して発光物質が励起状態となり、その励起状態が基底状態に戻る際
に発光する。
そして、励起状態の種類としては、先に述べた光励起の場合と同様、一重項励起状態（Ｓ
＊）と三重項励起状態（Ｔ＊）が可能である。また、発光素子におけるその統計的な生成
比率は、Ｓ＊：Ｔ＊＝１：３であると考えられている。
【０００８】
　一重項励起状態を発光に変換する化合物（以下、蛍光性化合物と称す）は室温において
、三重項励起状態からの発光（燐光）は観測されず、一重項励起状態からの発光（蛍光）
のみが観測される。したがって、蛍光性化合物を用いた発光素子における内部量子効率（
注入したキャリアに対して発生するフォトンの割合）の理論的限界は、Ｓ＊：Ｔ＊＝１：
３であることを根拠に２５％とされている。
【０００９】
　一方、上述した燐光性化合物を用いれば、内部量子効率は７５～１００％にまで理論上
は可能となる。つまり、蛍光性化合物に比べて３～４倍の発光効率が可能となる。このよ
うな理由から、高効率な発光素子を実現するために、燐光性化合物を用いた発光素子の開
発が近年盛んに行われている（例えば、非特許文献２参照）。特に、燐光性化合物として
は、その燐光量子収率の高さゆえに、イリジウム等を中心金属とする有機金属錯体が注目
されている。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【００１０】
【非特許文献１】井上晴夫、外３名、基礎化学コース　光化学Ｉ（丸善株式会社）、Ｐ１
０６－１１０
【非特許文献２】チハヤ　アダチ、外５名、アプライド　フィジクス　レターズ、Ｖｏｌ
．７８、Ｎｏ．１１、１６２２－１６２４（２００１）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　非特許文献２で開示されているような有機金属錯体は、項間交差を起こしやすいため光
増感剤としての利用などが期待できる。また、三重項励起状態からの発光（燐光）を生じ
やすいため、発光素子へ応用することにより、高効率な発光素子が期待される。しかしな
がら、このような有機金属錯体の種類はまだ少ないのが現状である。
【００１２】
　また、非特許文献２に記載されているような有機金属錯体は、一般に真空蒸着法により
成膜され、発光素子に用いられている。しかしながら、真空蒸着法は、材料利用効率が低
いことや基板サイズが限られるなどの問題点を有している。よって、発光素子を製品化し
、大量に生産することを考慮した場合、真空蒸着法以外の成膜方法を用いることが検討さ
れている。
【００１３】
　大型基板に有機化合物の膜を成膜する方法として、液滴吐出法やスピンコート法などが
提案されている。このような成膜には、有機化合物を溶媒に溶かした溶液が用いられてい
る。
【００１４】
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　しかしながら、上述した有機金属錯体は溶解性が低く、液滴吐出法やスピンコート法を
用いて成膜するのに十分な濃度の溶液を得ることができなかった。
【００１５】
　よって、本発明は、新規な有機金属錯体を提供することを目的とする。
【００１６】
　また、有機金属錯体が溶解した組成物、並びに組成物を用いた発光素子の作製方法を提
供することを目的とする。
【００１７】
　また、有機金属錯体を用いた発光素子、発光装置、電子機器を提供することを目的とす
る。
【課題を解決するための手段】
【００１８】
　本発明者らは、一般式（Ｇ１）で表される有機金属錯体が、溶媒への溶解性が高いこと
を見いだした。
【００１９】
　よって、本発明の一は、一般式（Ｇ１）で表される有機金属錯体である。
【００２０】
【化１】

（式中、Ａｒはアリーレン基を表す。Ｒ１はアルキル基、またはアリール基のいずれかを
表す。Ｒ２は水素、またはアルキル基、またはアリール基のいずれかを表す。Ｒ３は水素
、またはアルキル基のいずれかを表す。なお、Ｒ２とＲ３は互いに結合し、脂環を形成し
てもよい。また、Ｍは中心金属であり、第９族元素、または第１０族元素のいずれかを表
す。また、前記Ｍが第９族元素の場合ｎ＝２であり、前記Ｍが第１０族元素の場合ｎ＝１
である。Ｒ２１およびＲ２２の一方は、炭素数２～１０のアルキル基またはハロアルキル
基、他方は、炭素数１～１０のアルキル基またはハロアルキル基を表す。）
【００２１】
また、本発明の一は、一般式（Ｇ１）で表される有機金属錯体である。
【００２２】
【化２】

【００２３】
（式中、Ａｒはアリーレン基を表す。Ｒ１はアルキル基、またはアリール基のいずれかを
表す。Ｒ２は水素、またはアルキル基、またはアリール基のいずれかを表す。Ｒ３は水素
、またはアルキル基のいずれかを表す。なお、Ｒ２とＲ３は互いに結合し、脂環を形成し
てもよい。また、Ｍは中心金属であり、第９族元素、または第１０族元素のいずれかを表
す。また、前記Ｍが第９族元素の場合ｎ＝２であり、前記Ｍが第１０族元素の場合ｎ＝１
である。Ｒ２１およびＲ２２の一方は、炭素数２～４のアルキル基またはハロアルキル基
を表し、他方は、炭素数１～４のアルキル基またはハロアルキル基を表す。）
【００２４】
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また、本発明の一は、一般式（Ｇ１）で表される有機金属錯体である。
【００２５】
【化３】

【００２６】
（式中、Ａｒはアリーレン基を表す。Ｒ１はアルキル基、またはアリール基のいずれかを
表す。Ｒ２は水素、またはアルキル基、またはアリール基のいずれかを表す。Ｒ３は水素
、またはアルキル基のいずれかを表す。なお、Ｒ２とＲ３は互いに結合し、脂環を形成し
てもよい。また、Ｍは中心金属であり、第９族元素、または第１０族元素のいずれかを表
す。また、前記Ｍが第９族元素の場合ｎ＝２であり、前記Ｍが第１０族元素の場合ｎ＝１
である。Ｒ２１およびＲ２２の一方は、炭素数３～４の分岐を有するアルキル基を表し、
他方は、炭素数１～４のアルキル基またはハロアルキル基を表す。）
【００２７】
また、本発明の一は、一般式（Ｇ１）で表される有機金属錯体である。
【００２８】
【化４】

【００２９】
（式中、Ａｒはアリーレン基を表す。Ｒ１はアルキル基、またはアリール基のいずれかを
表す。Ｒ２は水素、またはアルキル基、またはアリール基のいずれかを表す。Ｒ３は水素
、またはアルキル基のいずれかを表す。なお、Ｒ２とＲ３は互いに結合し、脂環を形成し
てもよい。また、Ｍは中心金属であり、第９族元素、または第１０族元素のいずれかを表
す。また、前記Ｍが第９族元素の場合ｎ＝２であり、前記Ｍが第１０族元素の場合ｎ＝１
である。Ｒ２１およびＲ２２は、それぞれ、炭素数３～４の分岐を有するアルキル基を表
す。）
【００３０】
また、本発明の一は、一般式（Ｇ２）で表される有機金属錯体である。
【００３１】

【化５】

【００３２】
（式中、Ｒ１はアルキル基、またはフェニル基、または置換基を有するフェニル基のいず
れかを表す。また、Ｒ２は水素、またはアルキル基、またはフェニル基、または置換基を
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有するフェニル基のいずれかを表す。また、Ｒ３は水素、またはアルキル基のいずれかを
表す。なお、Ｒ２とＲ３は互いに結合し、脂環を形成してもよい。また、Ｒ４～Ｒ７は、
それぞれ、水素、またはアルキル基、またはハロゲン基、またはハロアルキル基、または
アルコキシ基、またはアルコキシカルボニル基のいずれかを表す。また、Ｍは中心金属で
あり、第９族元素、または第１０族元素のいずれかを表す。また、前記Ｍが第９族元素の
場合ｎ＝２であり、前記Ｍが第１０族元素の場合ｎ＝１である。Ｒ２１およびＲ２２の一
方は、炭素数２～１０のアルキル基またはハロアルキル基、他方は、炭素数１～１０のア
ルキル基またはハロアルキル基を表す。）
【００３３】
また、本発明の一は、一般式（Ｇ２）で表される有機金属錯体である。
【００３４】
【化６】

【００３５】
（式中、Ｒ１はアルキル基、またはフェニル基、または置換基を有するフェニル基のいず
れかを表す。また、Ｒ２は水素、またはアルキル基、またはフェニル基、または置換基を
有するフェニル基のいずれかを表す。また、Ｒ３は水素、またはアルキル基のいずれかを
表す。なお、Ｒ２とＲ３は互いに結合し、脂環を形成してもよい。また、Ｒ４～Ｒ７は、
それぞれ、水素、またはアルキル基、またはハロゲン基、またはハロアルキル基、または
アルコキシ基、またはアルコキシカルボニル基のいずれかを表す。また、Ｍは中心金属で
あり、第９族元素、または第１０族元素のいずれかを表す。また、前記Ｍが第９族元素の
場合ｎ＝２であり、前記Ｍが第１０族元素の場合ｎ＝１である。Ｒ２１およびＲ２２の一
方は、炭素数２～４のアルキル基またはハロアルキル基を表し、他方は、炭素数１～４の
アルキル基またはハロアルキル基を表す。）
【００３６】
また、本発明の一は、一般式（Ｇ２）で表される有機金属錯体である。
【００３７】

【化７】

【００３８】
（式中、Ｒ１はアルキル基、またはフェニル基、または置換基を有するフェニル基のいず
れかを表す。また、Ｒ２は水素、またはアルキル基、またはフェニル基、または置換基を
有するフェニル基のいずれかを表す。また、Ｒ３は水素、またはアルキル基のいずれかを
表す。なお、Ｒ２とＲ３は互いに結合し、脂環を形成してもよい。また、Ｒ４～Ｒ７は、
それぞれ、水素、またはアルキル基、またはハロゲン基、またはハロアルキル基、または
アルコキシ基、またはアルコキシカルボニル基のいずれかを表す。また、Ｍは中心金属で
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あり、第９族元素、または第１０族元素のいずれかを表す。また、前記Ｍが第９族元素の
場合ｎ＝２であり、前記Ｍが第１０族元素の場合ｎ＝１である。Ｒ２１およびＲ２２の一
方は、炭素数３～４の分岐を有するアルキル基を表し、他方は、炭素数１～４のアルキル
基またはハロアルキル基を表す。）
【００３９】
また、本発明の一は、一般式（Ｇ２）で表される有機金属錯体である。
【００４０】
【化８】

【００４１】
（式中、Ｒ１はアルキル基、またはフェニル基、または置換基を有するフェニル基のいず
れかを表す。また、Ｒ２は水素、またはアルキル基、またはフェニル基、または置換基を
有するフェニル基のいずれかを表す。また、Ｒ３は水素、またはアルキル基のいずれかを
表す。なお、Ｒ２とＲ３は互いに結合し、脂環を形成してもよい。また、Ｒ４～Ｒ７は、
それぞれ、水素、またはアルキル基、またはハロゲン基、またはハロアルキル基、または
アルコキシ基、またはアルコキシカルボニル基のいずれかを表す。また、Ｍは中心金属で
あり、第９族元素、または第１０族元素のいずれかを表す。また、前記Ｍが第９族元素の
場合ｎ＝２であり、前記Ｍが第１０族元素の場合ｎ＝１である。Ｒ２１およびＲ２２は、
それぞれ、炭素数３～４の分岐を有するアルキル基を表す。）
【００４２】
また、本発明の一は、一般式（Ｇ３）で表される有機金属錯体である。
【００４３】

【化９】

【００４４】
（式中、Ｒ１はアルキル基、またはフェニル基、または置換基を有するフェニル基のいず
れかを表す。また、Ｒ３は水素、またはアルキル基のいずれかを表す。また、Ｒ４～Ｒ１

２は水素、またはアルキル基、またはハロゲン基、またはハロアルキル基、またはアルコ
キシ基、またはアルコキシカルボニル基のいずれかを表す。また、Ｍは中心金属であり、
第９族元素、または第１０族元素のいずれかを表す。また、前記Ｍが第９族元素の場合ｎ
＝２であり、前記Ｍが第１０族元素の場合ｎ＝１である。Ｒ２１およびＲ２２の一方は、
炭素数２～１０のアルキル基またはハロアルキル基、他方は、炭素数１～１０のアルキル
基またはハロアルキル基を表す。）
【００４５】



(11) JP 2020-57795 A 2020.4.9

10

20

30

40

また、本発明の一は、一般式（Ｇ３）で表される有機金属錯体である。
【００４６】
【化１０】

【００４７】
（式中、Ｒ１はアルキル基、またはフェニル基、または置換基を有するフェニル基のいず
れかを表す。また、Ｒ３は水素、またはアルキル基のいずれかを表す。また、Ｒ４～Ｒ１

２は水素、またはアルキル基、またはハロゲン基、またはハロアルキル基、またはアルコ
キシ基、またはアルコキシカルボニル基のいずれかを表す。また、Ｍは中心金属であり、
第９族元素、または第１０族元素のいずれかを表す。また、前記Ｍが第９族元素の場合ｎ
＝２であり、前記Ｍが第１０族元素の場合ｎ＝１である。Ｒ２１およびＲ２２の一方は、
炭素数２～４のアルキル基またはハロアルキル基を表し、他方は、炭素数１～４のアルキ
ル基またはハロアルキル基を表す。）
【００４８】
また、本発明の一は、一般式（Ｇ３）で表される有機金属錯体である。
【００４９】

【化１１】

【００５０】
（式中、Ｒ１はアルキル基、またはフェニル基、または置換基を有するフェニル基のいず
れかを表す。また、Ｒ３は水素、またはアルキル基のいずれかを表す。また、Ｒ４～Ｒ１

２は水素、またはアルキル基、またはハロゲン基、またはハロアルキル基、またはアルコ
キシ基、またはアルコキシカルボニル基のいずれかを表す。また、Ｍは中心金属であり、
第９族元素、または第１０族元素のいずれかを表す。また、前記Ｍが第９族元素の場合ｎ
＝２であり、前記Ｍが第１０族元素の場合ｎ＝１である。Ｒ２１およびＲ２２の一方は、
炭素数３～４の分岐を有するアルキル基を表し、他方は、炭素数１～４のアルキル基また
はハロアルキル基を表す。）
【００５１】
また、本発明の一は、一般式（Ｇ３）で表される有機金属錯体である。
【００５２】
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【化１２】

【００５３】
（式中、Ｒ１はアルキル基、またはフェニル基、または置換基を有するフェニル基のいず
れかを表す。また、Ｒ３は水素、またはアルキル基のいずれかを表す。また、Ｒ４～Ｒ１

２は水素、またはアルキル基、またはハロゲン基、またはハロアルキル基、またはアルコ
キシ基、またはアルコキシカルボニル基のいずれかを表す。また、Ｍは中心金属であり、
第９族元素、または第１０族元素のいずれかを表す。また、前記Ｍが第９族元素の場合ｎ
＝２であり、前記Ｍが第１０族元素の場合ｎ＝１である。Ｒ２１およびＲ２２は、それぞ
れ、炭素数３～４の分岐を有するアルキル基を表す。）
【００５４】
　また、上記構成において、発光効率の点から、中心金属Ｍは、イリジウムまたは白金で
あることが好ましい。
【００５５】
　また、本発明は、上記有機金属錯体と、溶媒とを含む組成物である。
【００５６】
　なお、上記組成物を発光素子の作製に用いることを考慮した場合、上記有機金属錯体は
、溶媒に、０．６ｇ／Ｌ以上の濃度で溶解しているが好ましい。より好ましくは、０．９
ｇ／Ｌ以上の濃度で溶解していることが望ましい。
【００５７】
　また、上記構成において、溶媒としては種々の溶媒を用いることができるが、上記有機
金属錯体は、芳香環を有さない有機溶媒にも溶解することが特徴である。特に、エーテル
やアルコールに溶解することが特徴である。
【００５８】
　また、上記組成物を発光素子の作製に用いることを考慮した場合、成膜するために溶媒
を除去する必要があるため、溶媒は、沸点が５０℃以上２００℃以下の有機溶媒であるこ
とが好ましい。
【００５９】
　また、上記構成において、さらに有機半導体材料を含んでいてもよい。
【００６０】
　また、上記構成において、さらにバインダーを含んでいてもよい。
【００６１】
　また、上述した有機金属錯体を用いて作製した発光素子も本発明に含まれる。すなわち
、本発明の一は、一対の電極間に、上述した有機金属錯体を有する発光素子である。
【００６２】
　上述した有機金属錯体は高い発光効率を示すため、発光層に用いることが好ましい。よ
って、本発明の一は、一対の電極間に発光層を有し、発光層は上述した有機金属錯体を有
する発光素子である。
【００６３】
　また、本発明の一は、一対の電極間に、上述した有機金属錯体と、高分子化合物とを含
む層を有する発光素子である。　また、上記構成において、高分子化合物は、有機半導体
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材料であることを特徴とする。
【００６４】
　また、上記構成において、高分子化合物は、バインダーであることを特徴とする。また
、有機金属錯体と、高分子化合物とを含む層は、さらに有機半導体材料を含むことを特徴
とする。
【００６５】
　上記構成において、有機金属錯体と、高分子化合物とを含む層は、発光層であることが
好ましい。
【００６６】
　また、発光層と接する正孔輸送層は、低分子化合物を含むことを特徴とする。また、発
光層と接する電子輸送層は、低分子化合物を含むことを特徴とする。
【００６７】
　また、本発明の発光装置は、上記の発光素子を有することを特徴とする。またさらに、
発光素子の発光を制御する制御回路を有することを特徴とする。なお、本明細書中におけ
る発光装置とは、画像表示デバイス、発光デバイス、もしくは光源（照明装置含む）を含
む。また、パネルにコネクター、例えばＦＰＣ（Ｆｌｅｘｉｂｌｅ　ｐｒｉｎｔｅｄ　ｃ
ｉｒｃｕｉｔ）もしくはＴＡＢ（Ｔａｐｅ　Ａｕｔｏｍａｔｅｄ　Ｂｏｎｄｉｎｇ）テー
プもしくはＴＣＰ（Ｔａｐｅ　Ｃａｒｒｉｅｒ　Ｐａｃｋａｇｅ）が取り付けられたモジ
ュール、ＴＡＢテープやＴＣＰの先にプリント配線板が設けられたモジュールを含む。ま
た本明細書中における発光装置は、発光素子にＣＯＧ（Ｃｈｉｐ　Ｏｎ　Ｇｌａｓｓ）方
式によりＩＣ（集積回路）が直接実装されたモジュールも含むものとする。
【００６８】
　また、本発明の発光素子を表示部に用いた電子機器も本発明の範疇に含めるものとする
。したがって、本発明の電子機器は、表示部を有し、表示部は、上述した発光素子と発光
素子の発光を制御する制御回路とを備えたことを特徴とする。
【００６９】
　また、上記組成物を用いた発光素子の作製方法も本発明に含めるものとする。よって、
本発明の一は、第１の電極を形成する第１の工程と、上記組成物を塗布し、溶媒を除去す
る第２の工程と、第２の電極を形成する第３の工程と、を有することを特徴とする発光素
子の作製方法である。
【００７０】
　また、本発明の一は、第１の電極を形成する第１の工程と、蒸着法により、有機化合物
を含む層を形成する第２の工程と、上記組成物を塗布し、溶媒を除去する第３の工程と、
第２の電極を形成する第４の工程と、を有することを特徴とする発光素子の作製方法であ
る。
【００７１】
　また、本発明の一は、第１の電極を形成する第１の工程と、上記組成物を塗布し、溶媒
を除去する第２の工程と、蒸着法により、有機化合物を含む層を形成する第３の工程と、
第２の電極を形成する第４の工程と、を有することを特徴とする発光素子の作製方法であ
る。
【発明の効果】
【００７２】
　本発明の有機金属錯体は溶媒への溶解性が高い。また、本発明の有機金属錯体は発光効
率が高い。
【００７３】
　また、本発明の組成物は、有機金属錯体が溶解しており、発光素子の作製に好適に用い
ることができる。
【００７４】
　また、本発明の組成物を用いて発光素子を作製することにより、工業化に適した発光素
子の作製方法を実現することができる。
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【００７５】
　また、本発明の有機金属錯体を用いた作製された発光素子は、高い発光効率を実現する
ことができる。
【００７６】
　また、本発明の発光装置および電子機器は、高い発光効率を実現できる発光素子を有し
ているため、消費電力が低い。
【図面の簡単な説明】
【００７７】
【図１】本発明の発光素子を説明する図。
【図２】本発明の発光素子を説明する図。
【図３】本発明の発光素子を説明する図。
【図４】本発明の発光装置を説明する図。
【図５】本発明の発光装置を説明する図。
【図６】本発明の電子機器を説明する図。
【図７】本発明の電子機器を説明する図。
【図８】本発明の照明装置を説明する図。
【図９】本発明の照明装置を説明する図。
【図１０】本発明の発光素子の作製方法を説明する図。
【図１１】本発明の発光素子の作製方法を説明する図。
【図１２】ビス（２，３，５－トリフェニルピラジナト）（ジピバロイルメタナト）イリ
ジウム（ＩＩＩ）（略称：［Ｉｒ（ｔｐｐｒ）２（ｄｐｍ）］）の１Ｈ　ＮＭＲチャート
を示す図。
【図１３】ビス（２，３，５－トリフェニルピラジナト）（ジピバロイルメタナト）イリ
ジウム（ＩＩＩ）（略称：［Ｉｒ（ｔｐｐｒ）２（ｄｐｍ）］）の吸収スペクトルおよび
発光スペクトルを示す図。
【図１４】実施例３で作製した発光素子の発光スペクトルを示す図。
【図１５】ビス（２，３，５－トリフェニルピラジナト）（ピバロイルトリフルオロアセ
トナト）イリジウム（ＩＩＩ）（略称：［Ｉｒ（ｔｐｐｒ）２（ｐＦａｃ）］）の１Ｈ　
ＮＭＲチャートを示す図。
【図１６】ビス（２，３，５－トリフェニルピラジナト）（ピバロイルトリフルオロアセ
トナト）イリジウム（ＩＩＩ）（略称：［Ｉｒ（ｔｐｐｒ）２（ｐＦａｃ）］）の吸収ス
ペクトルおよび発光スペクトルを示す図。
【発明を実施するための形態】
【００７８】
　以下、本発明の実施の態様について図面を用いて詳細に説明する。但し、本発明は以下
の説明に限定されず、本発明の趣旨及びその範囲から逸脱することなくその形態及び詳細
を様々に変更し得ることが可能である。従って、本発明は以下に示す実施の形態の記載内
容に限定して解釈されるものではない。
【００７９】
（実施の形態１）
　本実施の形態では、本発明の有機金属錯体および該有機金属錯体を含む組成物について
説明する。
【００８０】
　本発明の有機金属錯体は、ピラジン骨格を有する配位子が中心金属に対してシクロメタ
ル化した構造を有している。ピラジン骨格を有する配位子としては、種々のものが挙げら
れるが、配位子が２－アリールピラジン誘導体である場合、その配位子は中心金属に対し
てシクロメタル化することができる。そしてシクロメタル化錯体は、高い燐光量子収率が
可能である。したがって、ピラジン骨格を有する配位子は、２－アリールピラジン誘導体
であることが好ましい。
【００８１】
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　また、本発明の有機金属錯体は、上述したピラジン骨格を有する配位子だけでなく、下
記一般式（Ｌ０）で表されるβジケトン構造を有するキレート配位子も中心金属に配位し
ている。すなわち、本発明の有機金属錯体は、ピラジン骨格を有する配位子と、下記一般
式（Ｌ０）で表されるキレート配位子の、２種類の配位子を有している。
【００８２】
【化１３】

【００８３】
　一般式（Ｌ０）において、Ｒ２１およびＲ２２の一方は、炭素数２～１０のアルキル基
またはハロアルキル基、他方は、炭素数１～１０のアルキル基またはハロアルキル基を表
す。
【００８４】
　本発明者らは、これら２種類の配位子を有する有機金属錯体の有機溶媒への溶解性が、
非常に高いことを見いだした。具体的には、ジクロロメタン、ジクロロエタン、クロロホ
ルムのようなハロゲン系の溶媒や、トルエン、キシレンのような芳香族炭化水素系の溶媒
のみならず、メタノール、エタノール、イソプロパノールのような汎用的なアルコール溶
媒にも溶解することを見いだした。
【００８５】
　よって、本発明の一は、一般式（Ｇ１）で表される有機金属錯体である。
【００８６】

【化１４】

【００８７】
（式中、Ａｒはアリーレン基を表す。Ｒ１はアルキル基、またはアリール基のいずれかを
表す。Ｒ２は水素、またはアルキル基、またはアリール基のいずれかを表す。Ｒ３は水素
、またはアルキル基のいずれかを表す。なお、Ｒ２とＲ３は互いに結合し、脂環を形成し
てもよい。また、Ｍは中心金属であり、第９族元素、または第１０族元素のいずれかを表
す。また、前記Ｍが第９族元素の場合ｎ＝２であり、前記Ｍが第１０族元素の場合ｎ＝１
である。Ｒ２１およびＲ２２の一方は、炭素数２～１０のアルキル基またはハロアルキル
基、他方は、炭素数１～１０のアルキル基またはハロアルキル基を表す。）
【００８８】
　一般式（Ｇ１）で表される有機金属錯体は、ピラジン骨格を有する配位子が、第９族原
子（Ｃｏ、Ｒｈ、Ｉｒ）あるいは第１０族原子（Ｎｉ、Ｐｄ、Ｐｔ）に結合している。つ
まり、中心金属が第９族元素あるいは第１０族元素である。ピラジン骨格を有する配位子
が第９族原子あるいは第１０族原子に結合していることにより、高い発光効率を実現する
ことができる。
【００８９】
　また、一般式（Ｇ１）で表される有機金属錯体は、溶媒への溶解性が非常に高いため、
有機金属錯体を含む層を成膜するのに適した濃度に調整することが可能である。また、一
般式（Ｇ１）で表される有機金属錯体は、ジクロロメタン、ジクロロエタン、クロロホル
ムのようなハロゲン系の溶媒や、トルエン、キシレンのような芳香族炭化水素系の溶媒の
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みならず、メタノール、エタノール、イソプロパノールのような汎用的なアルコール溶媒
にも溶解するため、溶媒の選択肢が広がる。よって、すでに成膜した層の上に、一般式（
Ｇ１）で表される有機金属錯体を含む層を、湿式法を用いて積層することも可能である。
【００９０】
　さらに、２－アリールピラジン誘導体の一種である２－フェニルピラジン誘導体が配位
子である場合、その配位子は中心金属に対してオルトメタル化することができる（オルト
メタル化は、シクロメタル化の一種である）。そしてこのように、２－フェニルピラジン
がオルトメタル化したオルトメタル錯体は、特に高い燐光量子収率が達成できる。したが
って、ピラジン骨格を有する配位子のさらに好ましい形態は、２－フェニルピラジン誘導
体である。２－フェニルピラジン誘導体がオルトメタル化した有機金属錯体としては、下
記一般式（Ｇ２）で表される有機金属錯体が挙げられる。
【００９１】
【化１５】

【００９２】
（式中、Ｒ１はアルキル基、またはフェニル基、または置換基を有するフェニル基のいず
れかを表す。また、Ｒ２は水素、またはアルキル基、またはフェニル基、または置換基を
有するフェニル基のいずれかを表す。また、Ｒ３は水素、またはアルキル基のいずれかを
表す。なお、Ｒ２とＲ３は互いに結合し、脂環を形成してもよい。また、Ｒ４～Ｒ７は、
それぞれ、水素、またはアルキル基、またはハロゲン基、またはハロアルキル基、または
アルコキシ基、またはアルコキシカルボニル基のいずれかを表す。また、Ｍは中心金属で
あり、第９族元素、または第１０族元素のいずれかを表す。また、前記Ｍが第９族元素の
場合ｎ＝２であり、前記Ｍが第１０族元素の場合ｎ＝１である。Ｒ２１およびＲ２２の一
方は、炭素数２～１０のアルキル基またはハロアルキル基、他方は、炭素数１～１０のア
ルキル基またはハロアルキル基を表す。）
【００９３】
　さらに、一般式（Ｇ２）において、Ｒ２を置換または無置換のフェニル基とすることで
、色純度がよく、かつ視感効率（Ｌｕｍｉｎｏｕｓ　ｅｆｆｉｃｉｅｎｃｙ，単位：ｃｄ
／Ａ）も高い赤色発光を得ることができる。つまり、２－フェニルピラジン誘導体がオル
トメタル化した有機金属錯体の中でも、２，５－ジフェニルピラジン誘導体がオルトメタ
ル化した有機金属錯体であることが好ましい。２，５－ジフェニルピラジン誘導体がオル
トメタル化した有機金属錯体としては、下記一般式（Ｇ３）で表される有機金属錯体が挙
げられる。
【００９４】
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【化１６】

【００９５】
（式中、Ｒ１はアルキル基、またはフェニル基、または置換基を有するフェニル基のいず
れかを表す。また、Ｒ３は水素、またはアルキル基のいずれかを表す。また、Ｒ４～Ｒ１

２は水素、またはアルキル基、またはハロゲン基、またはハロアルキル基、またはアルコ
キシ基、またはアルコキシカルボニル基のいずれかを表す。また、Ｍは中心金属であり、
第９族元素、または第１０族元素のいずれかを表す。また、前記Ｍが第９族元素の場合ｎ
＝２であり、前記Ｍが第１０族元素の場合ｎ＝１である。Ｒ２１およびＲ２２の一方は、
炭素数２～１０のアルキル基またはハロアルキル基、他方は、炭素数１～１０のアルキル
基またはハロアルキル基を表す。）
【００９６】
　上述した構成において、アリーレン基Ａｒとしては炭素数が６～２５のアリーレン基を
用いることが好ましく、具体的には、置換または無置換の１，２－フェニレン基、８，９
－ジュロリジレン基、１，２－ナフチレン基、２，３－ナフチレン基、スピロフルオレン
－２，３－ジイル基、９，９－ジメチルフルオレン－２，３－ジイル基のような９，９－
ジアルキルフルオレン－２，３－ジイル基等を適用することができる。特に、アリーレン
基Ａｒを、置換または無置換の１，２－フェニレン基とすることで、分子量の増大による
蒸発温度の上昇を抑制できるため、有機金属錯体を昇華精製等の目的で蒸発させる際には
有効となる。該１，２－フェニレン基が置換基を有する場合、その置換基としてより具体
的には、メチル基、エチル基、イソプロピル基、ｔｅｒｔ－ブチル基等のアルキル基や、
メトキシ基、エトキシ基、イソプロポキシ基、ｔｅｒｔ－ブトキシ基等のアルコキシ基や
、フェニル基、４－ビフェニリル基等のアリール基や、フルオロ基等のハロゲン基や、ト
リフルオロメチル基等のハロアルキル基や、メトキシカルボニル基、エトキシカルボニル
基、イソプロポキシカルボニル基、ｔｅｒｔ－ブトキシカルボニル基等のアルコキシカル
ボニル基が挙げられる。なお、アリーレン基Ａｒの具体例の中でも特に好ましくは、無置
換の１，２－フェニレン基である。
【００９７】
　また、上述した構成において、アリール基としては、置換または無置換のフェニル基、
１－ナフチル基、２－ナフチル基、スピロフルオレン－２－イル基、９，９－ジメチルフ
ルオレン－２－イル基のような９，９－ジアルキルフルオレン－２－イル基等を挙げるこ
とができる。なお、溶媒への溶解性を考慮した場合、炭素数６～２５のアリール基である
ことが好ましい。上記のアリール基が置換基を有する場合、その置換基としては、メチル
基、エチル基、イソプロピル基、ｔｅｒｔ－ブチル基等のアルキル基や、メトキシ基、エ
トキシ基、イソプロポキシ基、ｔｅｒｔ－ブトキシ基等のアルコキシ基や、フェニル基、
４－ビフェニリル基等のアリール基や、フルオロ基等のハロゲン基や、トリフルオロメチ
ル基等のハロアルキル基や、メトキシカルボニル基、エトキシカルボニル基、イソプロポ
キシカルボニル基、ｔｅｒｔ－ブトキシカルボニル基等のアルコキシカルボニル基が挙げ
られる。
【００９８】
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、エチル基、イソプロピル基、ｔｅｒｔ－ブチル基等のアルキル基や、メトキシ基、エト
キシ基、イソプロポキシ基、ｔｅｒｔ－ブトキシ基等のアルコキシ基や、フェニル基、４
－ビフェニリル基等のアリール基や、フルオロ基等のハロゲン基や、トリフルオロメチル
基等のハロアルキル基や、メトキシカルボニル基、エトキシカルボニル基、イソプロポキ
シカルボニル基、ｔｅｒｔ－ブトキシカルボニル基等のアルコキシカルボニル基が挙げら
れる。
【００９９】
　また、上述した構成において、アルキル基としては、メチル基、エチル基、イソプロピ
ル基、ｔｅｒｔ－ブチル基、シクロヘキシル基、ペンチル基などを挙げることができる。
なお、上述の有機金属錯体において、溶媒への溶解性を考慮すると、炭素数５以上のアル
キル基であることが好ましい。しかしながら、上述の有機金属錯体は、炭素数４以下のア
ルキル基であっても溶解性が高いという特徴を有している。つまり、上述の有機金属錯体
において、アルキル基が、メチル基、エチル基、イソプロピル基、ｔｅｒｔ－ブチル基等
の炭素数４以下のアルキル基であるということも本発明の有機金属錯体の特徴の一つであ
る。
【０１００】
　また、上述した構成において、ハロゲン基としてはフルオロ基、クロロ基などが挙げら
れ、化学的安定性の観点からはフルオロ基が好ましい。また、ハロアルキル基としては、
トリフルオロメチル基が好ましい。
【０１０１】
　また、上述した構成において、アルコキシ基としては、メトキシ基、エトキシ基、イソ
プロポキシ基、ｔｅｒｔ－ブトキシ基などが挙げられる。上述の有機金属錯体は、炭素数
４以下のアルコキシ基であっても溶解性が高いという特徴を有している。つまり、上述の
有機金属錯体において、アルコキシ基が、メトキシ基、エトキシ基、イソプロポキシ基、
ｔｅｒｔ－ブトキシ基等の炭素数４以下のアルコキシ基であるということも本発明の有機
金属錯体の特徴の一つである。
【０１０２】
また、上述した構成において、アルコキシカルボニル基としては、メトキシカルボニル基
、エトキシカルボニル基、イソプロポキシカルボニル基、ｔｅｒｔ－ブトキシカルボニル
基等のアルコキシカルボニル基などが挙げられる。上述の有機金属錯体は、炭素数５以下
のアルコキシカルボニル基であっても溶解性が高いという特徴を有している。つまり、上
述の有機金属錯体において、アルコキシカルボニル基が、メトキシカルボニル基、エトキ
シカルボニル基、イソプロポキシカルボニル基、ｔｅｒｔ－ブトキシカルボニル基等の炭
素数５以下のアルコキシカルボニル基であるということも本発明の有機金属錯体の特徴の
一つである。
【０１０３】
　上述した一般式（Ｌ０）および一般式（Ｇ１）～一般式（Ｇ３）において、Ｒ２１およ
びＲ２２の一方は、炭素数２～１０のアルキル基またはハロアルキル基、他方は、炭素数
１～１０のアルキル基またはハロアルキル基を表す。一般式（Ｌ０）で表される配位子と
しては、例えば、（Ｌ１）～（Ｌ１０）で表される配位子が挙げられる。すなわち、Ｒ２

１およびＲ２２のいずれか一方の炭素数が２以上であれば、本発明の有機金属錯体は十分
な溶解性を発現できることを、本発明者らは見出した。
【０１０４】
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【化１７】

【０１０５】
　Ｒ２１およびＲ２２の炭素数が大きくなれば、溶解度は向上していく。しかしながら、
上述の有機金属錯体は、Ｒ２１およびＲ２２が、炭素数４以下のアルキル基またはハロア
ルキル基であっても溶解性が高いという特徴を有している。つまり、上述の有機金属錯体
において、Ｒ２１およびＲ２２が、メチル基、エチル基、イソプロピル基、ｔｅｒｔ－ブ
チル基等の炭素数４以下のアルキル基、または、トリフルオロメチル基などの炭素数４以
下のハロアルキル基であるということも本発明の有機金属錯体の特徴の一つである。
【０１０６】
　よって、上述した一般式（Ｌ０）および一般式（Ｇ１）～一般式（Ｇ３）において、Ｒ
２１およびＲ２２の一方は、炭素数２～４のアルキル基またはハロアルキル基を表し、他
方は、炭素数１～４のアルキル基またはハロアルキル基を表すことが好ましい。
【０１０７】
　長鎖アルキル基を有さなくとも溶解性が高いという特徴は、本発明の有機金属錯体を発
光素子に適用する場合に、キャリアの移動を妨げないという効果を有する。また、本発明
の有機金属錯体を発光素子の発光性物質として用いた場合には、本発明の有機金属錯体へ
のキャリアの注入を妨げないという効果を有する。
【０１０８】
　また、特に、Ｒ２１およびＲ２２が、分岐を有するアルキル基である場合には、さらに
溶解性が高くなるため好ましい。
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　よって、上述した一般式（Ｌ０）および一般式（Ｇ１）～一般式（Ｇ３）において、Ｒ
２１およびＲ２２の一方は、炭素数３～４の分岐を有するアルキル基を表し、他方は、炭
素数１～４のアルキル基またはハロアルキル基を表すことが好ましい。
【０１１０】
　さらに、Ｒ２１およびＲ２２の両方が分岐を有するアルキル基である場合には、より溶
解性が高くなるため好ましい。
【０１１１】
　よって、上述した一般式（Ｌ０）および一般式（Ｇ１）～一般式（Ｇ３）において、Ｒ
２１およびＲ２２は、それぞれ、炭素数３～４の分岐を有するアルキル基を表すことが好
ましい。
【０１１２】
　また、一般式（Ｇ１）～一般式（Ｇ３）において、合成のしやすさの点から、Ｒ３は水
素であることが好ましい。Ｒ３が水素の場合、配位子の立体障害が小さくなるため金属イ
オンに結合しやすく、合成の収率の観点で好ましい。
【０１１３】
　また、上述の有機金属錯体の中心金属Ｍとしては、重原子効果の観点からイリジウムま
たは白金が好ましい。特にイリジウムの場合は、顕著な重原子効果が得られるために非常
に高効率である上に、化学的にも安定であるため好ましい。
【０１１４】
　上述した有機金属錯体としては、具体的に、以下の構造式（１０１）～（１７８）で表
される有機金属錯体が挙げられる。なお、本発明はこれに限定されない。
【０１１５】



(21) JP 2020-57795 A 2020.4.9

10

20

30

【化１８】

【０１１６】
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【０１１７】
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【０１１８】
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【０１１９】
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【化４１】

【０１３９】
　本発明の有機金属錯体の合成方法としては、種々の反応の適用が可能である。例えば、
以下に示す合成反応を行うことによって、本発明の有機金属錯体誘導体を合成することが
できる。なお、本発明の有機金属錯体誘導体の合成方法は、以下の合成方法に限定されな
い。
【０１４０】
≪一般式（Ｇ０）で表されるピラジン誘導体の合成法≫
　本発明の有機金属錯体は、下記一般式（Ｇ０）で表されるピラジン誘導体が、第９族ま
たは第１０族の金属イオンに対してオルトメタル化することにより、有機金属錯体を形成
している。
【０１４１】
【化４２】

【０１４２】
　一般式（Ｇ０）で表されるピラジン誘導体は、以下のような簡便な合成スキームにより
合成できる。例えば、下記スキーム（ａ）に示すように、アレーンのハロゲン化物（Ａ１
）をアルキルリチウム等でリチオ化し、ピラジン（Ａ２）と反応させることにより得られ
る。あるいはまた、下記スキーム（ａ１）に示すように、アレーンのボロン酸（Ａ１－１
）とピラジンのハロゲン化物（Ａ２－１）とをカップリングすることにより得られる。あ
るいはまた、下記スキーム（ａ２）に示すように、アレーンのジケトン（Ａ１－２）とジ
アミン（Ａ２－２）を反応させることにより得られる。あるいはまた、下記スキーム（ａ
３）に示すように、アレーンのピラジン（Ａ１－３）とリチオ体またはＧｒｉｇｎａｒｄ
試薬（Ａ２－３）を反応させることによっても得ることができる。なお、式中Ｘはハロゲ
ン元素を表す。
【０１４３】
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【化４３】

【０１４４】
【化４４】

【０１４５】
【化４５】

【０１４６】

【化４６】

【０１４７】
　上述の化合物（Ａ１）、（Ａ２）、（Ａ１－１）、（Ａ２－１）、（Ａ１－２）、（Ａ
２－２）、（Ａ１－３）、（Ａ２－３）は、様々な種類が市販されているか、あるいは合
成可能であるため、一般式（Ｇ０）で表されるピラジン誘導体は数多くの種類を合成する
ことができる。したがって、本発明の有機金属錯体は、その配位子のバリエーションが豊
富であるという特徴がある。
【０１４８】
≪一般式（Ｇ１）で表される本発明の有機金属錯体の合成法≫
　次に、一般式（Ｇ０）で表されるピラジン誘導体をオルトメタル化して形成される本発
明の有機金属錯体、すなわち一般式（Ｇ１）で表される有機金属錯体の合成法について説
明する。
【０１４９】
　まず、下記合成スキーム（ｂ）に示すように、一般式（Ｇ０）で表されるピラジン誘導
体と、ハロゲンを含む第９族または第１０族の金属化合物（金属ハロゲン化物や金属錯体



(45) JP 2020-57795 A 2020.4.9

10

20

30

）とを適当な溶媒中で加熱することにより、複核錯体（Ｂ）を得ることができる。溶媒と
しては、水、アルコール類（グリセロール、エチレングリコール、２－エトキシエタノー
ル、２－メトキシエタノール等）、エーテル類（ジオキサン、アニソール等）などを、単
独あるいは２種類以上混合して用いることができる。ハロゲンを含む第９族または第１０
族の金属化合物としては、塩化ロジウム水和物、塩化パラジウム、塩化イリジウム水和物
、塩化イリジウム水和物塩酸塩、テトラクロロ白金（ＩＩ）酸カリウム等が挙げられるが
、これらに限定されることはない。なお、スキーム（ｂ）では、Ｍは第９族元素または第
１０族元素、Ｘはハロゲン元素を表す。また、Ｍが第９族元素の時はｎ＝２、Ｍが第１０
族元素の時はｎ＝１である。
【０１５０】
【化４７】

【０１５１】
さらに、下記合成スキーム（ｃ）に示すように、複核錯体（Ｂ）と、βジケトン構造を有
する配位子（Ｌ０）とを、塩基存在下、適当な溶媒中で加熱することにより、一般式（Ｇ
１）で表される構造を含む本発明の有機金属錯体を得ることができる。溶媒としては、水
、アルコール類（グリセロール、エチレングリコール、２－エトキシエタノール、２－メ
トキシエタノール等）、エーテル類（ジオキサン、アニソール等）などを、単独あるいは
２種類以上混合して用いることができる。なお、スキーム（ｃ）では、Ｍは第９族元素ま
たは第１０族元素、Ｘはハロゲン元素を表す。また、Ｍが第９族元素の時はｎ＝２、Ｍが
第１０族元素の時はｎ＝１である。
【０１５２】
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【化４８】

【０１５３】
　また、本発明の有機金属錯体を含む組成物も本発明の範疇に含めるものである。よって
、本発明の組成物は、上述した有機金属錯体と、溶媒とを含む組成物である。
【０１５４】
　上述した組成物において、溶媒としては種々の溶媒を用いることができる。例えば、ト
ルエン、キシレン、メトキシベンゼン（アニソール）のような芳香環（例えばベンゼン環
）を有する溶媒に溶解させることが出来る。また、上述した有機金属錯体は、ジメチルス
ルホキシド（ＤＭＳＯ）、ジメチルホルムアミド（ＤＭＦ）、クロロホルムなど芳香環を
有さない有機溶媒に対しても溶解することが可能である。
【０１５５】
　また特に、上述した有機金属錯体は、ジエチルエーテル、ジオキサンなどのエーテルや
、メタノール、エタノール、イソプロパノール、ブタノール、２－メトキシエタノール、
２－エトキシエタノールなどのアルコールに対しても溶解することが可能である。アルコ
ールを溶媒として用いた組成物は、発光素子の作製に用いた場合、発光素子のＥＬ層を積
層することが可能となる点で、大きな効果を有する。つまり蒸着法などを用いて形成され
た有機化合物を含む層上に、アルコールを溶媒として用いた組成物を利用して、さらに層
を形成することができる。
【０１５６】
　なお、上記組成物を発光素子の作製に用いることを考慮した場合、有機金属錯体は、溶
媒に対して、０．６ｇ／Ｌ以上の濃度で溶解しているが好ましい。より好ましくは、０．
９ｇ／Ｌ以上の濃度で溶解していることが望ましい。
【０１５７】
　また、上記組成物を発光素子の作製に用いることを考慮した場合、膜を形成するために
溶媒を除去する必要があるため、溶媒は、沸点が５０℃以上２００℃以下の有機溶媒であ
ることが好ましい。
【０１５８】
　また、本実施の形態で示す組成物を発光素子の作製に用いることを考慮した場合、さら
に有機半導体材料を含むことが好ましい。有機半導体材料としては、常温で、固体状態で
ある芳香族化合物、もしくはヘテロ芳香族化合物が挙げられる。特に、有機半導体材料と
しては、低分子化合物や高分子化合物を用いることができるが、成膜した膜の膜質の点か
ら、特に高分子化合物であることが好ましい。また、低分子化合物を用いる場合には、溶
媒への溶解性を高める置換基を有している低分子化合物（中分子化合物と呼んでもよい）
を用いることが好ましい。
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【０１５９】
　以下では、有機半導体材料の具体例を列挙する。例えばホール輸送性の有機半導体材料
としては、４，４’－ビス［Ｎ－（１－ナフチル）－Ｎ－フェニルアミノ］ビフェニル（
略称：ＮＰＢ）、４，４’－ビス［Ｎ－（９－フェナントリル）－Ｎ－フェニルアミノ］
ビフェニル（略称：ＰＰＢ）、４，４’－ビス［Ｎ－（３－メチルフェニル）－Ｎ－フェ
ニルアミノ］ビフェニル（略称：ＴＰＤ）、４，４’－ビス［Ｎ－（９，９－ジメチルフ
ルオレン－２－イル）－Ｎ－フェニルアミノ］ビフェニル（略称：ＤＦＬＤＰＢｉ）、４
，４’，４’’－トリス（Ｎ，Ｎ－ジフェニルアミノ）トリフェニルアミン（略称：ＴＤ
ＡＴＡ）、４，４’，４’’－トリス［Ｎ－（３－メチルフェニル）－Ｎ－フェニルアミ
ノ］トリフェニルアミン（略称：ｍ－ＭＴＤＡＴＡ）、４，４’，４’’－トリ（Ｎ－カ
ルバゾリル）トリフェニルアミン（略称：ＴＣＴＡ）、１，１－ビス［４－（ジフェニル
アミノ）フェニル］シクロヘキサン（略称：ＴＰＡＣ）、９，９－ビス［４－（ジフェニ
ルアミノ）フェニル］フルオレン（略称：ＴＰＡＦ）、Ｎ－［４－（９－カルバゾリル）
フェニル］－Ｎ－フェニル－９，９－ジメチルフルオレン－２－アミン（略称：ＹＧＡＦ
）、４，４’－ジ（Ｎ－カルバゾリル）ビフェニル（略称：ＣＢＰ）、１，３－ビス（Ｎ
－カルバゾリル）ベンゼン（略称：ｍＣＰ）、１，３，５－トリス（Ｎ－カルバゾリル）
ベンゼン（略称：ＴＣｚＢ）のような低分子化合物や、ポリ（４－ビニルトリフェニルア
ミン）（略称：ＰＶＴＰＡ）、ポリ（Ｎ－ビニルカルバゾール）（略称：ＰＶＫ）のよう
な高分子化合物を用いることができる。また、電子輸送性の有機半導体材料としては、９
－［４－（５－フェニル－１，３，４－オキサジアゾール－２－イル）フェニル］カルバ
ゾール（略称：ＣＯ１１）、１，３－ビス［５－（ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－１
，３，４－オキサジアゾール－２－イル］ベンゼン（略称：ＯＸＤ－７）、２－（４－ビ
フェニリル）－５－（４－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－１，３，４－オキサジアゾール
（略称：ＰＢＤ）、２，２’，２’’－（１，３，５－ベンゼントリイル）トリス（１－
フェニル－１Ｈ－ベンゾイミダゾール）（略称：ＴＰＢＩ）、３－（４－ｔｅｒｔ－ブチ
ルフェニル）－４－フェニル－５－（４－ビフェニリル）－１，２，４－トリアゾール（
略称：ＴＡＺ０１）、３－（４－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－４－（４－エチルフェニ
ル）－５－（４－ビフェニリル）－１，２，４－トリアゾール（略称：ｐ－ＥｔＴＡＺ）
、９，９’，９’’－［１，３，５－トリアジン－２，４，６－トリイル］トリカルバゾ
ール（略称：ＴＣｚＴＲＺ）、２，２’，２’’－（１，３，５－ベンゼントリイル）ト
リス（６，７－ジメチル－３－フェニルキノキサリン）（略称：ＴｒｉＭｅＱｎ）、９，
９’－（キノキサリン－２，３－ジイルジ－４，１－フェニレン）ジ（９Ｈ－カルバゾー
ル）（略称：ＣｚＱｎ）、３，３’，６，６’－テトラフェニル－９，９’－（キノキサ
リン－２，３－ジイルジ－４，１－フェニレン）ジ（９Ｈ－カルバゾール）（略称：ＤＣ
ｚＰＱ）、バソフェナントロリン（略称：ＢＰｈｅｎ）、バソキュプロイン（略称：ＢＣ
Ｐ）、ビス（２－メチル－８－キノリノラト）（４－フェニルフェノラト）アルミニウム
（ＩＩＩ）（略称：ＢＡｌｑ）、トリス［２－（２－ヒドロキシフェニル）－５－フェニ
ル－１，３，４－オキサジアゾラト］アルミニウム（ＩＩＩ）（略称：Ａｌ（ＯＸＤ）３

）、トリス（２－ヒドロキシフェニル－１－フェニル－１Ｈ－ベンズイミダゾラト）アル
ミニウム（ＩＩＩ）（略称：Ａｌ（ＢＩＺ）３）、ビス［２－（２－ヒドロキシフェニル
）ベンゾチアゾラト］亜鉛（ＩＩ）（略称：Ｚｎ（ＢＴＺ）２）、ビス［２－（２－ヒド
ロキシフェニル）ベンズオキサゾラト］亜鉛（ＩＩ）（略称：Ｚｎ（ＰＢＯ）２）などの
低分子化合物や、ポリ（２，５－ピリジン－ジイル）（略称：ＰＰｙ）、下記参考文献で
開示されている金属錯体高分子化合物（参考文献；　Ｘ．Ｔ．Ｔａｏ、外５名、アプライ
ド　フィジクス　レターズ、Ｖｏｌ．７０（１２）、１５０３－１５０５（１９９７））
などの高分子化合物を用いることができる。
【０１６０】
　また、成膜した膜の性質を向上させるために、さらにバインダーを含んでいてもよい。
バインダーとしては、電気的に不活性な高分子化合物を用いることが好ましい。具体的に
は、ポリメチルメタクリレート（略称：ＰＭＭＡ）や、ポリイミドなどを用いることがで
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きる。
【０１６１】
　本実施の形態で示した組成物は、有機金属錯体が溶解しており、発光素子の作製に好適
に用いることができる。特に、有機金属錯体を含む膜を成膜するのに十分な濃度で、有機
金属錯体が溶解しているため、発光素子の作製に好適に用いることができる。
【０１６２】
　また、本実施の形態で示した組成物は、高効率の発光が可能なピラジン骨格を有する有
機金属錯体を含んでおり、特性に優れた発光素子の作製に適した組成物である。
【０１６３】
　また、発光素子を作製する際に、溶媒としてアルコールを用いた組成物を用いた場合、
発光素子のＥＬ層を積層することが可能となる。つまり蒸着法などを用いて形成された有
機化合物を含む層上に、アルコールを溶媒として用いた組成物を利用して、さらに層を形
成することができる。よって、特性に優れた発光素子を作製することができる。
【０１６４】
（実施の形態２）
　本発明の有機金属錯体または組成物を用いた発光素子および発光素子の作製方法の一態
様について図１を用いて以下に説明する。
【０１６５】
　なお、本明細書中において、複合とは、単に２つの材料を混合させるだけでなく、複数
の材料を混合することによって材料間での電荷の授受が行われ得る状態になることを言う
。
【０１６６】
　本発明の発光素子は、一対の電極間に複数の層を有している。当該複数の層は、キャリ
ア注入性の高い物質やキャリア輸送性の高い物質からなる層を積層することによって作製
される。これらの層は、電極から離れたところに発光領域が形成されるように積層されて
いる。すなわち、電極から離れた部位でキャリアの再結合が行われるように積層されたも
のである。
【０１６７】
　図１において、基板１００は発光素子の支持体として用いられる。基板１００としては
、例えばガラス、またはプラスチックなどを用いることができる。なお、発光素子の支持
体として機能するものであれば、これら以外のものでもよい。
【０１６８】
　また、本実施の形態において、発光素子は、第１の電極１０１と、第２の電極１０２と
、第１の電極１０１と第２の電極１０２との間に設けられたＥＬ層１０３とから構成され
ている。なお、本実施の形態では、第１の電極１０１は陽極として機能し、第２の電極１
０２は陰極として機能するものとして、以下説明をする。つまり、第１の電極１０１の電
位の方が、第２の電極１０２の電子よりも高くなるように、第１の電極１０１と第２の電
極１０２に電圧を印加したときに発光が得られるものとして、以下説明をする。
【０１６９】
　第１の電極１０１としては、仕事関数の大きい（具体的には４．０ｅＶ以上）金属、合
金、導電性化合物、およびこれらの混合物などを用いることが好ましい。具体的には、例
えば、酸化インジウム－酸化スズ（ＩＴＯ：Ｉｎｄｉｕｍ　Ｔｉｎ　Ｏｘｉｄｅ）、珪素
若しくは酸化珪素を含有した酸化インジウム－酸化スズ、酸化インジウム－酸化亜鉛（Ｉ
ＺＯ：Ｉｎｄｉｕｍ　Ｚｉｎｃ　Ｏｘｉｄｅ）、酸化タングステン及び酸化亜鉛を含有し
た酸化インジウム（ＩＷＺＯ）等が挙げられる。これらの導電性金属酸化物膜は、通常ス
パッタにより成膜されるが、ゾル－ゲル法などを応用して作製しても構わない。例えば、
酸化インジウム－酸化亜鉛（ＩＺＯ）は、酸化インジウムに対し１～２０ｗｔ％の酸化亜
鉛を加えたターゲットを用いてスパッタリング法により形成することができる。また、酸
化タングステン及び酸化亜鉛を含有した酸化インジウム（ＩＷＺＯ）は、酸化インジウム
に対し酸化タングステンを０．５～５ｗｔ％、酸化亜鉛を０．１～１ｗｔ％含有したター
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ゲットを用いてスパッタリング法により形成することができる。この他、金（Ａｕ）、白
金（Ｐｔ）、ニッケル（Ｎｉ）、タングステン（Ｗ）、クロム（Ｃｒ）、モリブデン（Ｍ
ｏ）、鉄（Ｆｅ）、コバルト（Ｃｏ）、銅（Ｃｕ）、パラジウム（Ｐｄ）、または金属材
料の窒化物（例えば、窒化チタン）等が挙げられる。
【０１７０】
　また、第１の電極１０１と接する層として、後述する複合材料を含む層を用いた場合に
は、第１の電極１０１として、仕事関数の大小に関わらず、様々な金属、合金、電気伝導
性化合物、およびこれらの混合物などを用いることができる。例えば、アルミニウム（Ａ
ｌ）、銀（Ａｇ）、アルミニウムを含む合金（ＡｌＳｉ）等を用いることができる。また
、仕事関数の小さい材料である、元素周期表の第１族または第２族に属する元素、すなわ
ちリチウム（Ｌｉ）やセシウム（Ｃｓ）等のアルカリ金属、およびマグネシウム（Ｍｇ）
、カルシウム（Ｃａ）、ストロンチウム（Ｓｒ）等のアルカリ土類金属、およびこれらを
含む合金（ＭｇＡｇ、ＡｌＬｉ）、ユーロピウム（Ｅｕ）、イッテルビウム（Ｙｂ）等の
希土類金属およびこれらを含む合金等を用いることもできる。アルカリ金属、アルカリ土
類金属、これらを含む合金の膜は、真空蒸着法を用いて形成することができる。また、ア
ルカリ金属またはアルカリ土類金属を含む合金はスパッタリング法により形成することも
可能である。また、銀ペーストなどを液滴吐出法などにより成膜することも可能である。
【０１７１】
　ＥＬ層１０３は、層の積層構造については特に限定されず、電子輸送性の高い物質また
は正孔輸送性の高い物質、電子注入性の高い物質、正孔注入性の高い物質、バイポーラ性
（電子及び正孔の輸送性の高い物質）の物質等を含む層と、本実施の形態で示す発光層と
を適宜組み合わせて構成すればよい。例えば、正孔注入層、正孔輸送層、発光層、電子輸
送層、電子注入層等を適宜組み合わせて構成することができる。各層を構成する材料につ
いて以下に具体的に示す。
【０１７２】
　正孔注入層１１１は、正孔注入性の高い物質を含む層である。正孔注入性の高い物質と
しては、モリブデン酸化物やバナジウム酸化物、ルテニウム酸化物、タングステン酸化物
、マンガン酸化物等を用いることができる。この他、フタロシアニン（略称：Ｈ２Ｐｃ）
や銅フタロシアニン（略称：ＣｕＰｃ）等のフタロシアニン系の化合物、或いはポリ（３
，４－エチレンジオキシチオフェン）／ポリ（スチレンスルホン酸）（ＰＥＤＯＴ／ＰＳ
Ｓ）等の高分子等によっても正孔注入層を形成することができる。
【０１７３】
　また、正孔注入層として、正孔輸送性の高い物質にアクセプター性物質を含有させた複
合材料を用いることができる。なお、正孔輸送性の高い物質にアクセプター性物質を含有
させたものを用いることにより、電極の仕事関数に依らず電極を形成する材料を選ぶこと
ができる。つまり、第１の電極１０１として仕事関数の大きい材料だけでなく、仕事関数
の小さい材料を用いることができる。アクセプター性物質としては、７，７，８，８－テ
トラシアノ－２，３，５，６－テトラフルオロキノジメタン（略称：Ｆ４－ＴＣＮＱ）、
クロラニル等を挙げることができる。また、遷移金属酸化物を挙げることができる。また
元素周期表における第４族乃至第８族に属する金属の酸化物を挙げることができる。具体
的には、酸化バナジウム、酸化ニオブ、酸化タンタル、酸化クロム、酸化モリブデン、酸
化タングステン、酸化マンガン、酸化レニウムは電子受容性が高いため好ましい。中でも
特に、酸化モリブデンは大気中でも安定であり、吸湿性が低く、扱いやすいため好ましい
。
【０１７４】
　複合材料に用いる正孔輸送性の高い物質としては、芳香族アミン化合物、カルバゾール
誘導体、芳香族炭化水素、高分子化合物（オリゴマー、デンドリマー、ポリマー等）など
、種々の化合物を用いることができる。なお、複合材料に用いる正孔輸送性の高い物質と
しては、１０－６ｃｍ２／Ｖｓ以上の正孔移動度を有する物質であることが好ましい。但
し、電子よりも正孔の輸送性の高い物質であれば、これら以外のものを用いてもよい。以
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下では、複合材料に用いることのできる有機化合物を具体的に列挙する。
【０１７５】
　例えば、複合材料に用いることのできる芳香族アミン化合物としては、Ｎ，Ｎ’－ビス
（４－メチルフェニル）（ｐ－トリル）－Ｎ，Ｎ’－ジフェニル－ｐ－フェニレンジアミ
ン（略称：ＤＴＤＰＰＡ）、４，４’－ビス［Ｎ－（４－ジフェニルアミノフェニル）－
Ｎ－フェニルアミノ］ビフェニル（略称：ＤＰＡＢ）、４，４’－ビス（Ｎ－｛４－［Ｎ
’－（３－メチルフェニル）－Ｎ’－フェニルアミノ］フェニル｝－Ｎ－フェニルアミノ
）ビフェニル（略称：ＤＮＴＰＤ）、１，３，５－トリス［Ｎ－（４－ジフェニルアミノ
フェニル）－Ｎ－フェニルアミノ］ベンゼン（略称：ＤＰＡ３Ｂ）等を挙げることができ
る。
【０１７６】
　複合材料に用いることのできるカルバゾール誘導体としては、具体的には、３－［Ｎ－
（９－フェニルカルバゾール－３－イル）－Ｎ－フェニルアミノ］－９－フェニルカルバ
ゾール（略称：ＰＣｚＰＣＡ１）、３，６－ビス［Ｎ－（９－フェニルカルバゾール－３
－イル）－Ｎ－フェニルアミノ］－９－フェニルカルバゾール（略称：ＰＣｚＰＣＡ２）
、３－［Ｎ－（１－ナフチル）－Ｎ－（９－フェニルカルバゾール－３－イル）アミノ］
－９－フェニルカルバゾール（略称：ＰＣｚＰＣＮ１）等を挙げることができる。
【０１７７】
　また、複合材料に用いることのできるカルバゾール誘導体としては、４，４’－ジ（Ｎ
－カルバゾリル）ビフェニル（略称：ＣＢＰ）、１，３，５－トリス［４－（Ｎ－カルバ
ゾリル）フェニル］ベンゼン（略称：ＴＣＰＢ）、９－［４－（１０－フェニル－９－ア
ントリル）フェニル］－９Ｈ－カルバゾール（略称：ＣｚＰＡ）、１，４－ビス［４－（
Ｎ－カルバゾリル）フェニル］－２，３，５，６－テトラフェニルベンゼン等を用いるこ
とができる。
【０１７８】
　また、複合材料に用いることのできる芳香族炭化水素としては、例えば、２－ｔｅｒｔ
－ブチル－９，１０－ジ（２－ナフチル）アントラセン（略称：ｔ－ＢｕＤＮＡ）、２－
ｔｅｒｔ－ブチル－９，１０－ジ（１－ナフチル）アントラセン、９，１０－ビス（３，
５－ジフェニルフェニル）アントラセン（略称：ＤＰＰＡ）、２－ｔｅｒｔ－ブチル－９
，１０－ビス（４－フェニルフェニル）アントラセン（略称：ｔ－ＢｕＤＢＡ）、９，１
０－ジ（２－ナフチル）アントラセン（略称：ＤＮＡ）、９，１０－ジフェニルアントラ
セン（略称：ＤＰＡｎｔｈ）、２－ｔｅｒｔ－ブチルアントラセン（略称：ｔ－ＢｕＡｎ
ｔｈ）、９，１０－ビス（４－メチル－１－ナフチル）アントラセン（略称：ＤＭＮＡ）
、９，１０－ビス［２－（１－ナフチル）フェニル］－２－ｔｅｒｔ－ブチル－アントラ
セン、９，１０－ビス［２－（１－ナフチル）フェニル］アントラセン、２，３，６，７
－テトラメチル－９，１０－ジ（１－ナフチル）アントラセン、２，３，６，７－テトラ
メチル－９，１０－ジ（２－ナフチル）アントラセン、９，９’－ビアントリル、１０，
１０’－ジフェニル－９，９’－ビアントリル、１０，１０’－ビス（２－フェニルフェ
ニル）－９，９’－ビアントリル、１０，１０’－ビス［（２，３，４，５，６－ペンタ
フェニル）フェニル］－９，９’－ビアントリル、アントラセン、テトラセン、ルブレン
、ペリレン、２，５，８，１１－テトラ（ｔｅｒｔ－ブチル）ペリレン等が挙げられる。
また、この他、ペンタセン、コロネン等も用いることができる。このように、１×１０－

６ｃｍ２／Ｖｓ以上の正孔移動度を有し、炭素数１４～４２である芳香族炭化水素を用い
ることがより好ましい。
【０１７９】
　なお、複合材料に用いることのできる芳香族炭化水素は、ビニル骨格を有していてもよ
い。ビニル基を有している芳香族炭化水素としては、例えば、４，４’－ビス（２，２－
ジフェニルビニル）ビフェニル（略称：ＤＰＶＢｉ）、９，１０－ビス［４－（２，２－
ジフェニルビニル）フェニル］アントラセン（略称：ＤＰＶＰＡ）等が挙げられる。
【０１８０】
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　また、正孔注入層１１１としては、高分子化合物（オリゴマー、デンドリマー、ポリマ
ー等）を用いることができる。例えば、ポリ（Ｎ－ビニルカルバゾール）（略称：ＰＶＫ
）、ポリ（４－ビニルトリフェニルアミン）（略称：ＰＶＴＰＡ）、ポリ［Ｎ－（４－｛
Ｎ’－［４－（４－ジフェニルアミノ）フェニル］フェニル－Ｎ’－フェニルアミノ｝フ
ェニル）メタクリルアミド］（略称：ＰＴＰＤＭＡ）ポリ［Ｎ，Ｎ’－ビス（４－ブチル
フェニル）－Ｎ，Ｎ’－ビス（フェニル）ベンジジン］（略称：Ｐｏｌｙ－ＴＰＤ）など
の高分子化合物が挙げられる。また、ポリ（３，４－エチレンジオキシチオフェン）／ポ
リ（スチレンスルホン酸）（ＰＥＤＯＴ／ＰＳＳ）、ポリアニリン／ポリ（スチレンスル
ホン酸）（ＰＡｎｉ／ＰＳＳ）等の酸を添加した高分子化合物を用いることができる。
【０１８１】
　また、上述したＰＶＫ、ＰＶＴＰＡ、ＰＴＰＤＭＡ、Ｐｏｌｙ－ＴＰＤ等の高分子化合
物と、上述したアクセプター性物質を用いて複合材料を形成し、正孔注入層１１１として
用いてもよい。
【０１８２】
　正孔輸送層１１２は、正孔輸送性の高い物質を含む層である。正孔輸送性の高い物質と
しては、例えば、４，４’－ビス［Ｎ－（１－ナフチル）－Ｎ－フェニルアミノ］ビフェ
ニル（略称：ＮＰＢまたはα－ＮＰＤ）やＮ，Ｎ’－ビス（３－メチルフェニル）－Ｎ，
Ｎ’－ジフェニル－［１，１’－ビフェニル］－４，４’－ジアミン（略称：ＴＰＤ）、
４，４’，４’’－トリス（Ｎ，Ｎ－ジフェニルアミノ）トリフェニルアミン（略称：Ｔ
ＤＡＴＡ）、４，４’，４’’－トリス［Ｎ－（３－メチルフェニル）－Ｎ－フェニルア
ミノ］トリフェニルアミン（略称：ＭＴＤＡＴＡ）、４，４’－ビス［Ｎ－（スピロ－９
，９’－ビフルオレン－２－イル）－Ｎ―フェニルアミノ］ビフェニル（略称：ＢＳＰＢ
）などの芳香族アミン化合物等を用いることができる。ここに述べた物質は、主に１０－

６ｃｍ２／Ｖｓ以上の正孔移動度を有する物質である。但し、電子よりも正孔の輸送性の
高い物質であれば、これら以外のものを用いてもよい。なお、正孔輸送性の高い物質を含
む層は、単層のものだけでなく、上記物質からなる層が二層以上積層したものとしてもよ
い。
【０１８３】
　また、正孔輸送層１１２として、ＰＶＫ、ＰＶＴＰＡ、ＰＴＰＤＭＡ、Ｐｏｌｙ－ＴＰ
Ｄなどの高分子化合物を用いることもできる。
【０１８４】
　発光層１１３は、発光性の高い物質を含む層である。発光性の高い物質としては、実施
の形態１で示した本発明の有機金属錯体を用いることができる。本発明の有機金属錯体は
、高い発光効率を示すため、発光素子の発光性物質として好適に用いることができる。
【０１８５】
特に発光層１１３においては、本発明の有機金属錯体をホスト材料に分散させた構成が好
ましい。ホスト材料としては、先の実施の形態１で述べたようなホール輸送性の有機半導
体材料（例えばＮＰＢ、ＰＰＢ、ＴＰＤ、ＤＦＬＤＰＢｉ、ＴＤＡＴＡ、ｍ－ＭＴＤＡＴ
Ａ、ＴＣＴＡ、ＴＰＡＣ、ＴＰＡＦ、ＹＧＡＦ、ＣＢＰ、ｍＣＰ、ＴＣｚＢ、ＰＶＴＰＡ
、ＰＶＫ）や、電子輸送性の有機半導体材料（ＣＯ１１、ＯＸＤ－７、ＰＢＤ、ＴＰＢＩ
、ＴＡＺ０１、ｐ－ＥｔＴＡＺ、ＴＣｚＴＲＺ、ＴｒｉＭｅＱｎ、ＣｚＱｎ、ＤＣｚＰＱ
、ＢＰｈｅｎ、ＢＣＰ、ＢＡｌｑ、Ａｌ（ＯＸＤ）３、Ａｌ（ＢＩＺ）３、Ｚｎ（ＢＴＺ
）２、Ｚｎ（ＰＢＯ）２、ＰＰｙ）、下記参考文献で開示されている金属錯体高分子化合
物（参考文献；　Ｘ．Ｔ．Ｔａｏ、外５名、アプライド　フィジクス　レターズ、Ｖｏｌ
．７０（１２）、１５０３－１５０５（１９９７））などを用いることができる。また、
好ましくは、上述したようなホール輸送性の有機半導体材料と電子輸送性材料の両方をホ
スト材料として用いることが、素子寿命を向上させるために好ましい。
【０１８６】
　発光層１１３は乾式法、湿式法を問わず、種々の方法を用いて形成することができる。
例えば、乾式法である蒸着法を用いて形成することができる。また、実施の形態１で示し
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た本発明の有機金属錯体を含む組成物を用いて、湿式法で発光層１１３を形成することが
できる。具体的には、実施の形態１で示した組成物を、液滴吐出法またはスピンコート法
等を用いて塗布し、その後、溶媒を除去すればよい。溶媒を除去する方法としては、加熱
処理、減圧処理、または減圧下で加熱処理を行う方法などが挙げられる。
【０１８７】
　この時、組成物に含まれる溶媒はアルコールであることが好ましい。理由は以下の通り
である。発光素子に用いるような低分子化合物の多くは、アルコールに溶解しにくいとい
う性質を持つ。したがって、組成物に含まれる溶媒がアルコールである場合、発光層より
も先に形成した層が、蒸着法などを用いて形成された低分子化合物を含む層であっても、
組成物を湿式塗布して発光層を積層することが可能となるのである。
【０１８８】
　電子輸送層１１４は、電子輸送性の高い物質を含む層である。例えば、トリス（８－キ
ノリノラト）アルミニウム（略称：Ａｌｑ）、トリス（４－メチル－８－キノリノラト）
アルミニウム（略称：Ａｌｍｑ３）、ビス（１０－ヒドロキシベンゾ［ｈ］キノリナト）
ベリリウム（略称：ＢｅＢｑ２）、ビス（２－メチル－８－キノリノラト）（４－フェニ
ルフェノラト）アルミニウム（略称：ＢＡｌｑ）など、キノリン骨格またはベンゾキノリ
ン骨格を有する金属錯体等を用いることができる。また、この他ビス［２－（２－ヒドロ
キシフェニル）ベンズオキサゾラト］亜鉛（略称：Ｚｎ（ＢＯＸ）２）、ビス［２－（２
－ヒドロキシフェニル）ベンゾチアゾラト］亜鉛（略称：Ｚｎ（ＢＴＺ）２）などのオキ
サゾール系、チアゾール系配位子を有する金属錯体なども用いることができる。さらに、
金属錯体以外にも、２－（４－ビフェニリル）－５－（４－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）
－１，３，４－オキサジアゾール（略称：ＰＢＤ）や、１，３－ビス［５－（ｐ－ｔｅｒ
ｔ－ブチルフェニル）－１，３，４－オキサジアゾール－２－イル］ベンゼン（略称：Ｏ
ＸＤ－７）、３－（４－ビフェニリル）－４－フェニル－５－（４－ｔｅｒｔ－ブチルフ
ェニル）－１，２，４－トリアゾール（略称：ＴＡＺ）、バソフェナントロリン（略称：
ＢＰｈｅｎ）、バソキュプロイン（略称：ＢＣＰ）なども用いることができる。ここに述
べた物質は、主に１０－６ｃｍ２／Ｖｓ以上の電子移動度を有する物質である。なお、正
孔よりも電子の輸送性の高い物質であれば、上記以外の物質を電子輸送層として用いても
構わない。また、電子輸送層は、単層のものだけでなく、上記物質からなる層が二層以上
積層したものとしてもよい。
【０１８９】
　また、電子輸送層１１４として、高分子化合物を用いることができる。例えば、ポリ［
（９，９－ジヘキシルフルオレン－２，７－ジイル）－ｃｏ－（ピリジン－３，５－ジイ
ル）］（略称：ＰＦ－Ｐｙ）、ポリ［（９，９－ジオクチルフルオレン－２，７－ジイル
）－ｃｏ－（２，２’－ビピリジン－６，６’－ジイル）］（略称：ＰＦ－ＢＰｙ）など
を用いることができる。
【０１９０】
　また、電子注入層１１５を設けてもよい。電子注入層１１５としては、フッ化リチウム
（ＬｉＦ）、フッ化セシウム（ＣｓＦ）、フッ化カルシウム（ＣａＦ２）等のようなアル
カリ金属化合物、又はアルカリ土類金属化合物を用いることができる。さらに、電子輸送
性を有する物質とアルカリ金属又はアルカリ土類金属が組み合わされた層も使用できる。
例えばＡｌｑ中にマグネシウム（Ｍｇ）を含有させたものを用いることができる。なお、
電子注入層として、電子輸送性を有する物質とアルカリ金属又はアルカリ土類金属を組み
合わせた層を用いることは、第２の電極１０２からの電子注入が効率良く起こるためより
好ましい。
【０１９１】
　第２の電極１０２を形成する物質としては、仕事関数の小さい（具体的には３．８ｅＶ
以下）金属、合金、電気伝導性化合物、およびこれらの混合物などを用いることができる
。このような陰極材料の具体例としては、元素周期表の第１族または第２族に属する元素
、すなわちリチウム（Ｌｉ）やセシウム（Ｃｓ）等のアルカリ金属、およびマグネシウム
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（Ｍｇ）、カルシウム（Ｃａ）、ストロンチウム（Ｓｒ）等のアルカリ土類金属、および
これらを含む合金（ＭｇＡｇ、ＡｌＬｉ）、ユ－ロピウム（Ｅｕ）、イッテルビウム（Ｙ
ｂ）等の希土類金属およびこれらを含む合金等が挙げられる。アルカリ金属、アルカリ土
類金属、これらを含む合金の膜は、真空蒸着法を用いて形成することができる。また、ア
ルカリ金属またはアルカリ土類金属を含む合金はスパッタリング法により形成することも
可能である。また、銀ペーストなどを液滴吐出法などにより成膜することも可能である。
【０１９２】
　また、第２の電極１０２と電子輸送層１１４との間に、電子注入層１１５を設けること
により、仕事関数の大小に関わらず、Ａｌ、Ａｇ、ＩＴＯ、珪素若しくは酸化珪素を含有
した酸化インジウム－酸化スズ等様々な導電性材料を第２の電極１０２として用いること
ができる。これら導電性材料は、スパッタリング法や液滴吐出法、スピンコート法等を用
いて成膜することが可能である。
【０１９３】
　以上のような構成を有する本実施の形態で示した発光素子は、第１の電極１０１と第２
の電極１０２との間に電圧を加えることにより電流が流れる。そして、発光性の高い物質
を含む層である発光層１１３において正孔と電子とが再結合し、発光するものである。つ
まり発光層１１３に発光領域が形成されるような構成となっている。
【０１９４】
　発光は、第１の電極１０１または第２の電極１０２のいずれか一方または両方を通って
外部に取り出される。従って、第１の電極１０１または第２の電極１０２のいずれか一方
または両方は、透光性を有する物質で成る。第１の電極１０１のみが透光性を有する電極
である場合、光は第１の電極１０１を通って基板側から取り出される。また、第２の電極
１０２のみが透光性を有する電極である場合、光は第２の電極１０２を通って基板と逆側
から取り出される。第１の電極１０１および第２の電極１０２がいずれも透光性を有する
電極である場合、光は第１の電極１０１および第２の電極１０２を通って、基板側および
基板側と逆側の両方から取り出される。
【０１９５】
　なお、図１では、陽極として機能する第１の電極１０１を基板１００側に設けた構成に
ついて示したが、陰極として機能する第２の電極１０２を基板１００側に設けてもよい。
図２では、基板１００上に、陰極として機能する第２の電極１０２、ＥＬ層１０３、陽極
として機能する第１の電極１０１とが順に積層された構成となっている。ＥＬ層１０３は
、図１に示す構成とは逆の順序に積層されている。
【０１９６】
　ＥＬ層の形成方法としては、乾式法、湿式法を問わず、種々の方法を用いることができ
る。また各電極または各層ごとに異なる成膜方法を用いて形成しても構わない。乾式法と
しては、真空蒸着法、スパッタリング法などが挙げられる。また、湿式法としては、液滴
吐出法またはスピンコート法などが挙げられる。
【０１９７】
　例えば、上述した材料のうち、高分子化合物を用いて湿式法でＥＬ層を形成してもよい
。または、低分子の有機化合物を用いて湿式法で形成することもできる。また、低分子の
有機化合物を用いて真空蒸着法などの乾式法を用いてＥＬ層を形成してもよい。
【０１９８】
　発光層１１３についても、乾式法、湿式法を問わず、種々の方法を用いることができる
が、実施の形態１で示した組成物を用いて、湿式法にて形成することが好ましい。具体的
には、実施の形態１で示した組成物を、液滴吐出法またはスピンコート法等を用いて塗布
し、その後、溶媒を除去すればよい。溶媒を除去する方法としては、加熱処理、減圧処理
、または減圧下で加熱処理を行う方法などが挙げられる。湿式法を用いることにより、材
料利用効率を向上させることができ、発光素子の製造コストを低減することができる。
【０１９９】
　また、電極についても、ゾル－ゲル法を用いて湿式法で形成しても良いし、金属材料の
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ペーストを用いて湿式法で形成してもよい。また、スパッタリング法や真空蒸着法などの
乾式法を用いて形成しても良い。
【０２００】
　なお、本実施の形態で示した発光素子を表示装置に適用し、発光層を塗り分ける場合に
は、発光層は湿式法により形成することが好ましい。発光層を液滴吐出法を用いて形成す
ることにより、大型基板であっても発光層の塗り分けが容易となり、生産性が向上する。
【０２０１】
　以下、具体的な発光素子の形成方法を示す。
【０２０２】
　例えば、図１に示した構成において、第１の電極１０１を乾式法であるスパッタリング
法、正孔注入層１１１を湿式法である液滴吐出法やスピンコート法、正孔輸送層１１２を
乾式法である真空蒸着法、発光層１１３を湿式法である液滴吐出法、電子輸送層１１４を
乾式法である真空蒸着法、電子注入層１１５を乾式法である真空蒸着法、第２の電極１０
２を湿式法である液滴吐出法やスピンコート法を用いて形成してもよい。また、第１の電
極１０１を湿式法である液滴吐出法、正孔注入層１１１を乾式法である真空蒸着法、正孔
輸送層１１２を湿式法である液滴吐出法やスピンコート法、発光層１１３を湿式法である
液滴吐出法、電子輸送層１１４を湿式法である液滴吐出法やスピンコート法、電子注入層
１１５を湿式法である液滴吐出法やスピンコート法、第２の電極１０２を湿式法である液
滴吐出法やスピンコート法を用いて形成してもよい。なお、上記の方法に限らず、湿式法
と乾式法を適宜組み合わせればよい。
【０２０３】
　例えば、図１に示した構成の場合、第１の電極１０１を乾式法であるスパッタリング法
、正孔注入層１１１および正孔輸送層１１２を湿式法である液滴吐出法やスピンコート法
、発光層１１３を湿式法である液滴吐出法、電子輸送層１１４および電子注入層１１５を
乾式法である真空蒸着法、第２の電極１０２を乾式法である真空蒸着法で形成することが
できる。つまり、第１の電極１０１が所望の形状で形成されている基板上に、正孔注入層
１１１から発光層１１３までを湿式法で形成し、電子輸送層１１４から第２の電極１０２
までを乾式法で形成することができる。この方法では、正孔注入層１１１から発光層１１
３までを大気圧で形成することができ、発光層１１３の塗り分けも容易である。また、電
子輸送層１１４から第２の電極１０２までは、真空一貫で形成することができる。よって
、工程を簡略化し、生産性を向上させることができる。
【０２０４】
　一例を以下に示す。第１の電極１０１上に、正孔注入層１１１としてＰＥＤＯＴ／ＰＳ
Ｓを形成する。ＰＥＤＯＴ／ＰＳＳは水溶性であるため、水溶液としてスピンコート法や
液滴吐出法などにより、成膜することができる。正孔輸送層１１２は設けず、正孔注入層
１１１上に発光層１１３を設ける。発光層１１３は、すでに形成されている正孔注入層１
１１（ＰＥＤＯＴ／ＰＳＳ）が溶解しない溶媒（トルエン、キシレン、ドデシルベンゼン
、あるいはドデシルベンゼンとテトラリンとの混合溶媒、エーテル類、アルコール類など
）を含む実施の形態１に示した組成物を用いて液滴吐出法を用いて形成することができる
。次に、発光層１１３上に電子輸送層１１４を形成するが、電子輸送層１１４を湿式法で
形成する場合には、すでに形成されている正孔注入層１１１および発光層１１３が溶解し
ない溶媒を用いて形成しなくてはならない。その場合、溶媒の選択肢が狭まるため、乾式
法を用いて形成する方が容易である。よって、電子輸送層１１４から第２の電極１０２ま
でを乾式法である真空蒸着法を用いて真空一貫で形成することにより、工程を簡略化する
ことができる。
【０２０５】
　また、図２に示した構成の場合、上記の方法とは逆の順番で、第２の電極１０２を乾式
法であるスパッタリングまたは真空蒸着法、電子注入層１１５から電子輸送層１１４を乾
式法である真空蒸着法、発光層１１３を湿式法である液滴吐出法、正孔輸送層１１２およ
び正孔注入層１１１を湿式法である液滴吐出法やスピンコート法、第１の電極１０１を湿
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式法である液滴吐出法やスピンコート法により形成することができる。この方法では、第
２の電極１０２から電子輸送層１１４までを乾式法により真空一貫で形成し、発光層１１
３から第１の電極１０１までを大気圧で形成することができる。よって、工程を簡略化し
、生産性を向上させることができる。実施の形態１で示した組成物は、蒸着法などを用い
て形成した層の上に塗布することが可能であるため、このような作製方法も可能となる。
【０２０６】
　なお、本実施の形態においては、ガラス、プラスチックなどからなる基板上に発光素子
を作製している。一基板上にこのような発光素子を複数作製することで、パッシブマトリ
クス型の発光装置を作製することができる。また、ガラス、プラスチックなどからなる基
板上に、例えば、薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）を形成し、ＴＦＴと電気的に接続された電
極上に発光素子を作製してもよい。これにより、ＴＦＴによって発光素子の駆動を制御す
るアクティブマトリクス型の発光装置を作製できる。なお、ＴＦＴの構造は、特に限定さ
れない。スタガ型のＴＦＴでもよいし、逆スタガ型のＴＦＴでもよい。また、ＴＦＴ基板
に形成される駆動用回路についても、Ｎ型およびＰ型のＴＦＴからなるものでもよいし、
若しくはＮ型のＴＦＴまたはＰ型のＴＦＴのいずれか一方からのみなるものであってもよ
い。また、ＴＦＴに用いられる半導体膜の結晶性についても特に限定されない。非晶質半
導体膜を用いてもよいし、結晶性半導体膜を用いてもよい。
【０２０７】
　本発明の発光素子は、高効率の発光が可能な有機金属錯体を含むため、発光効率が高い
。
【０２０８】
　また、実施の形態１で示した組成物を用いて発光素子を形成した場合、大型基板であっ
ても発光層の塗り分けが容易となり、生産性が向上する。よって、本実施の形態で示した
発光素子の作製方法は、量産性に優れている。また、材料利用効率が高いため、製造コス
トが低減することができる。
【０２０９】
（実施の形態３）
本実施の形態は、本発明に係る複数の発光ユニットを積層した構成の発光素子（以下、積
層型素子という）の態様について、図３を参照して説明する。この発光素子は、第１の電
極と第２の電極との間に、複数の発光ユニットを有する積層型発光素子である。発光ユニ
ットとしては、実施の形態２で示したＥＬ層と同様な構成を用いることができる。つまり
、実施の形態２で示した発光素子は、１つの発光ユニットを有する発光素子であり、本実
施の形態では、複数の発光ユニットを有する発光素子について説明する。
【０２１０】
図３において、第１の電極５０１と第２の電極５０２との間には、第１の発光ユニット５
１１、電荷発生層５１３、第２の発光ユニット５１２が積層されている。第１の電極５０
１と第２の電極５０２は実施の形態２と同様なものを適用することができる。また、第１
の発光ユニット５１１と第２の発光ユニット５１２は同じ構成であっても異なる構成であ
ってもよく、その構成は実施の形態２と同様なものを適用することができる。
【０２１１】
電荷発生層５１３には、有機化合物と金属酸化物の複合材料が含まれている。この有機化
合物と金属酸化物の複合材料は、実施の形態２で示した複合材料であり、有機化合物と酸
化バナジウムや酸化モリブデンや酸化タングステン等の金属酸化物を含む。有機化合物と
しては、芳香族アミン化合物、カルバゾール誘導体、芳香族炭化水素、高分子化合物（オ
リゴマー、デンドリマー、ポリマー等）など、種々の化合物を用いることができる。なお
、有機化合物としては、正孔移動度が１０－６ｃｍ２／Ｖｓ以上であるものを適用するこ
とが好ましい。但し、電子よりも正孔の輸送性の高い物質であれば、これら以外のものを
用いてもよい。有機化合物と金属酸化物の複合材料は、キャリア注入性、キャリア輸送性
に優れているため、低電圧駆動、低電流駆動を実現することができる。
【０２１２】
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なお、電荷発生層５１３は、有機化合物と金属酸化物の複合材料と他の材料とを組み合わ
せて形成してもよい。例えば、有機化合物と金属酸化物の複合材料を含む層と、電子供与
性物質の中から選ばれた一の化合物と電子輸送性の高い化合物とを含む層とを組み合わせ
て形成してもよい。また、有機化合物と金属酸化物の複合材料を含む層と、透明導電膜と
を組み合わせて形成してもよい。
【０２１３】
第１の発光ユニット５１１と第２の発光ユニット５１２に挟まれる電荷発生層５１３は、
第１の電極５０１と第２の電極５０２の間に電圧を印加したときに、一方の側の発光ユニ
ットに電子を注入し、他方の側の発光ユニットに正孔を注入するものであれば、どのよう
な構成でも良い。例えば、図３において、第１の電極の電位の方が第２の電極の電位より
も高くなるように電圧を印加した場合、電荷発生層５１３は、第１の発光ユニット５１１
に電子を注入し、第２の発光ユニット５１２に正孔を注入するものであればよい。
【０２１４】
　本実施の形態では、２つの発光ユニットを有する発光素子について説明したが、３つ以
上の発光ユニットを積層した発光素子についても、同様に適用することが可能である。本
実施の形態に係る発光素子のように、一対の電極間に複数の発光ユニットを電荷発生層で
仕切って配置することで、電流密度を低く保ったまま、高輝度領域での発光が可能であり
、そのため長寿命素子を実現できる。また、照明を応用例とした場合は、電極材料の抵抗
による電圧降下を小さくできるので、大面積での均一発光が可能となる。また、低電圧駆
動が可能で消費電力が低い発光装置を実現することができる。
【０２１５】
　また、それぞれの発光ユニットの発光色を異なるものにすることで、発光素子全体とし
て、所望の色の発光を得ることができる。例えば、２つの発光ユニットを有する発光素子
において、第１の発光ユニットの発光色と第２の発光ユニットの発光色を補色の関係にな
るようにすることで、発光素子全体として白色発光する発光素子を得ることも可能である
。なお、補色とは、混合すると無彩色になる色同士の関係をいう。つまり、補色の関係に
ある色を発光する物質から得られた光と混合すると、白色発光を得ることができる。また
、３つの発光ユニットを有する発光素子の場合でも同様であり、例えば、第１の発光ユニ
ットの発光色が赤色であり、第２の発光ユニットの発光色が緑色であり、第３の発光ユニ
ットの発光色が青色である場合、発光素子全体としては、白色発光を得ることができる。
【０２１６】
　なお、本実施の形態は、他の実施の形態と適宜組み合わせることが可能である。
【０２１７】
（実施の形態４）
　本実施の形態では、本発明の発光素子を有する発光装置について説明する。
【０２１８】
　本実施の形態では、画素部に本発明の発光素子を有する発光装置について図４を用いて
説明する。なお、図４（Ａ）は、発光装置を示す上面図、図４（Ｂ）は図４（Ａ）をＡ－
Ａ’およびＢ－Ｂ’で切断した断面図である。この発光装置は、発光素子の発光を制御す
るものとして、点線で示された駆動回路部（ソース側駆動回路）６０１、画素部６０２、
駆動回路部（ゲート側駆動回路）６０３を含んでいる。また、６０４は封止基板、６０５
はシール材であり、シール材６０５で囲まれた内側は、空間６０７になっている。
【０２１９】
　なお、引き回し配線６０８はソース側駆動回路６０１及びゲート側駆動回路６０３に入
力される信号を伝送するための配線であり、外部入力端子となるＦＰＣ（フレキシブルプ
リントサーキット）６０９からビデオ信号、クロック信号、スタート信号、リセット信号
等を受け取る。なお、ここではＦＰＣしか図示されていないが、このＦＰＣにはプリント
配線基板（ＰＷＢ）が取り付けられていても良い。本明細書における発光装置には、発光
装置本体だけでなく、それにＦＰＣもしくはＰＷＢが取り付けられた状態をも含むものと
する。
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【０２２０】
　次に、断面構造について図４（Ｂ）を用いて説明する。素子基板６１０上には駆動回路
部及び画素部が形成されているが、ここでは、駆動回路部であるソース側駆動回路６０１
と、画素部６０２中の一つの画素が示されている。
【０２２１】
　なお、ソース側駆動回路６０１はＮチャネル型ＴＦＴ６２３とＰチャネル型ＴＦＴ６２
４とを組み合わせたＣＭＯＳ回路が形成される。また、駆動回路は、種々のＣＭＯＳ回路
、ＰＭＯＳ回路もしくはＮＭＯＳ回路で形成しても良い。また、本実施の形態では、画素
部を形成した基板上に駆動回路を形成したドライバ一体型を示すが、必ずしもその必要は
なく、駆動回路を画素部を形成した基板上ではなく外部に形成することもできる。
【０２２２】
　また、画素部６０２はスイッチング用ＴＦＴ６１１と、電流制御用ＴＦＴ６１２とその
ドレインに電気的に接続された第１の電極６１３とを含む複数の画素により形成される。
なお、第１の電極６１３の端部を覆って絶縁物６１４が形成されている。ここでは、ポジ
型の感光性アクリル樹脂膜を用いることにより形成する。
【０２２３】
　また、被覆性を良好なものとするため、絶縁物６１４の上端部または下端部に曲率を有
する曲面が形成されるようにする。例えば、絶縁物６１４の材料としてポジ型の感光性ア
クリルを用いた場合、絶縁物６１４の上端部のみに曲率半径（０．２μｍ～３μｍ）を有
する曲面を持たせることが好ましい。また、絶縁物６１４として、光の照射によってエッ
チャントに不溶解性となるネガ型、或いは光の照射によってエッチャントに溶解性となる
ポジ型のいずれも使用することができる。
【０２２４】
　第１の電極６１３上には、ＥＬ層６１６、および第２の電極６１７がそれぞれ形成され
ている。ここで、第１の電極６１３に用いる材料としては、さまざまな金属、合金、電気
伝導性化合物、およびこれらの混合物を用いることができる。第１の電極を陽極として用
いる場合には、その中でも、仕事関数の大きい（仕事関数４．０ｅＶ以上）金属、合金、
電気伝導性化合物、およびこれらの混合物などを用いることが好ましい。例えば、珪素を
含有した酸化インジウム－酸化スズ膜、酸化インジウム－酸化亜鉛膜、窒化チタン膜、ク
ロム膜、タングステン膜、Ｚｎ膜、Ｐｔ膜などの単層膜の他、窒化チタンとアルミニウム
を主成分とする膜との積層、窒化チタン膜とアルミニウムを主成分とする膜と窒化チタン
膜との３層構造等の積層膜を用いることができる。なお、積層構造とすると、配線として
の抵抗も低く、良好なオーミックコンタクトがとれ、さらに陽極として機能させることが
できる。
【０２２５】
　また、ＥＬ層６１６は、実施の形態１で示した有機金属錯体を含んでいる。ＥＬ層６１
６は、蒸着マスクを用いた蒸着法、液滴吐出法、スピンコート法等の種々の方法によって
形成される。また、ＥＬ層６１６を構成する材料としては、低分子化合物、または高分子
化合物（オリゴマー、デンドリマーを含む）でのいずれを用いてもよい。また、ＥＬ層に
用いる材料としては、有機化合物だけでなく、無機化合物を用いてもよい。
【０２２６】
　また、第２の電極６１７に用いる材料としては、さまざまな金属、合金、電気伝導性化
合物、およびこれらの混合物を用いることができる。第２の電極を陰極として用いる場合
には、その中でも、仕事関数の小さい（仕事関数３．８ｅＶ以下）金属、合金、電気伝導
性化合物、およびこれらの混合物などを用いることが好ましい。例えば、元素周期表の第
１族または第２族に属する元素、すなわちリチウム（Ｌｉ）やセシウム（Ｃｓ）等のアル
カリ金属、およびマグネシウム（Ｍｇ）、カルシウム（Ｃａ）、ストロンチウム（Ｓｒ）
等のアルカリ土類金属、およびこれらを含む合金（ＭｇＡｇ、ＡｌＬｉ）等が挙げられる
。なお、ＥＬ層６１６で生じた光を第２の電極６１７を透過させる場合には、第２の電極
６１７として、膜厚を薄くした金属薄膜と、透明導電膜（酸化インジウム－酸化スズ（Ｉ
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ＴＯ）、珪素若しくは酸化珪素を含有した酸化インジウム－酸化スズ、酸化インジウム－
酸化亜鉛（ＩＺＯ）、酸化タングステン及び酸化亜鉛を含有した酸化インジウム（ＩＷＺ
Ｏ）等）との積層を用いることも可能である。
【０２２７】
　さらにシール材６０５で封止基板６０４を素子基板６１０と貼り合わせることにより、
素子基板６１０、封止基板６０４、およびシール材６０５で囲まれた空間６０７に発光素
子６１８が備えられた構造になっている。なお、空間６０７には、充填材が充填されてお
り、不活性気体（窒素やアルゴン等）が充填される場合の他、シール材６０５が充填され
る場合もある。
【０２２８】
　なお、シール材６０５にはエポキシ系樹脂を用いるのが好ましい。また、これらの材料
はできるだけ水分や酸素を透過しない材料であることが望ましい。また、封止基板６０４
に用いる材料としてガラス基板や石英基板の他、ＦＲＰ（Ｆｉｂｅｒｇｌａｓｓ－Ｒｅｉ
ｎｆｏｒｃｅｄ　Ｐｌａｓｔｉｃｓ）、ＰＶＦ（ポリビニルフロライド）、ポリエステル
またはアクリル等からなるプラスチック基板を用いることができる。
【０２２９】
　以上のようにして、本発明の発光素子を有する発光装置を得ることができる。
【０２３０】
　本発明の発光装置は、発光効率の高い発光素子を有しているため、消費電力が低減され
ている。
【０２３１】
　また、本発明の発光装置は、実施の形態１で示した組成物を用いて形成することが可能
であるため、量産性に優れている。また、材料利用効率が高いため、製造コストが低減さ
れており、低コストの発光装置を得ることができる。
【０２３２】
　以上のように、本実施の形態では、トランジスタによって発光素子の駆動を制御するア
クティブマトリクス型の発光装置について説明したが、この他、パッシブマトリクス型の
発光装置であってもよい。図５には本発明を適用して作製したパッシブマトリクス型の発
光装置を示す。なお、図５（Ａ）は、発光装置を示す斜視図、図５（Ｂ）は図５（Ａ）を
Ｘ－Ｙで切断した断面図である。図５において、基板９５１上には、電極９５２と電極９
５６との間にはＥＬ層９５５が設けられている。電極９５２の端部は絶縁層９５３で覆わ
れている。そして、絶縁層９５３上には隔壁層９５４が設けられている。隔壁層９５４の
側壁は、基板面に近くなるに伴って、一方の側壁と他方の側壁との間隔が狭くなっていく
ような傾斜を有する。つまり、隔壁層９５４の短辺方向の断面は、台形状であり、底辺（
絶縁層９５３の面方向と同様の方向を向き、絶縁層９５３と接する辺）の方が上辺（絶縁
層９５３の面方向と同様の方向を向き、絶縁層９５３と接しない辺）よりも短い。このよ
うに、隔壁層９５４を設けることで、陰極をパターニングすることができる。また、パッ
シブマトリクス型の発光装置においても、発光効率の高い発光素子を含むことによって、
低消費電力で駆動させることができる。
【０２３３】
（実施の形態５）
　本実施の形態では、湿式法として液滴吐出法を用いて本発明の有機金属錯体を含む層７
１６を形成する一態様を図１０及び図１１を用いて説明する。図１０（Ａ）～図１０（Ｄ
）は図４に示す発光装置の発光素子部分の作製工程を示す。
【０２３４】
　図１０（Ａ）において、絶縁層７１９上に第１の電極７１３が形成され、第１の電極７
１３の一部を覆うように絶縁層７１４が形成されている。絶縁層７１４の開口である第１
の電極７１３の露出部に、液滴吐出装置７３０より液滴７３１を吐出し、組成物を含む層
７３２を形成する。液滴７３１は、本発明の有機金属錯体及び溶媒を含む組成物であり、
第１の電極７１３上に付着する（図１０（Ｂ）参照。）。組成物を含む層７３２より溶媒
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を除去し、固化することによって有機金属錯体を含む層７１６を形成する（図１０（Ｃ）
参照。）。溶媒の除去は、乾燥によって行ってもよいし、加熱工程を加えてもよい。また
、組成物の吐出工程は減圧下で行ってもよい。
【０２３５】
　有機金属錯体を含む層７１６上に第２の電極７１７を形成し、発光素子７１８を作製す
る（図１０（Ｄ）参照。）。なお、図１０では、第１の電極７１３と第２の電極７１７と
の間に有機金属錯体を含む層７１６のみを有する構成を示したが、第１の電極７１３と有
機金属錯体を含む層７１６との間に、他の材料を含む層を形成してもよい。実施の形態１
で示したように、本発明の有機金属錯体はアルコールに溶解可能なため、溶媒としてアル
コールを用いた組成物を用いた場合、発光素子のＥＬ層を積層することが可能となる。ま
た、有機金属錯体を含む層７１６と第２の電極７１７との間に他の材料を含む層を形成し
てもよい。
【０２３６】
　本実施の形態で示すように有機金属錯体を含む層７１６を液滴吐出法で行うと、選択的
に形成領域に組成物を吐出することができるため、材料のロスを削減することができる。
また、形状を加工するためのフォトリソグラフィ工程なども必要ないために工程も簡略化
することができ、低コスト化が達成できる。
【０２３７】
　本実施の形態で示す液滴吐出手段とは、組成物の吐出口を有するノズルや、１つ又は複
数のノズルを具備したヘッド等の液滴を吐出する手段を有するものの総称とする。
【０２３８】
　液滴吐出法に用いる液滴吐出装置の一態様を図１１に示す。液滴吐出手段１４０３の個
々のヘッド１４０５、ヘッド１４１２は制御手段１４０７に接続され、それがコンピュー
タ１４１０で制御することにより予めプログラミングされたパターンに描画することがで
きる。描画するタイミングは、例えば、基板１４００上に形成されたマーカー１４１１を
基準に行えば良い。或いは、基板１４００の縁を基準にして基準点を確定させても良い。
これを撮像手段１４０４で検出し、画像処理手段１４０９にてデジタル信号に変換したも
のをコンピュータ１４１０で認識して制御信号を発生させて制御手段１４０７に送る。撮
像手段１４０４としては、電荷結合素子（ＣＣＤ）や相補型金属酸化物半導体（ＣＭＯＳ
）を利用したイメージセンサなどを用いることができる。勿論、基板１４００上に形成さ
れるべきパターンの情報は記憶媒体１４０８に格納されたものであり、この情報を基にし
て制御手段１４０７に制御信号を送り、液滴吐出手段１４０３の個々のヘッド１４０５、
ヘッド１４１２を個別に制御することができる。吐出する材料は、材料供給源１４１３、
材料供給源１４１４より配管を通してヘッド１４０５、ヘッド１４１２にそれぞれ供給さ
れる。
【０２３９】
　ヘッド１４０５内部は、点線１４０６が示すように液状の材料を充填する空間と、吐出
口であるノズルを有する構造となっている。図示しないが、ヘッド１４１２もヘッド１４
０５と同様な内部構造を有する。ヘッド１４０５とヘッド１４１２のノズルを異なるサイ
ズで設けると、異なる材料を異なる幅で同時に描画することができる。一つのヘッドで、
複数種の発光材料などをそれぞれ吐出し、描画することができ、広領域に描画する場合は
、スループットを向上させるため複数のノズルより同材料を同時に吐出し、描画すること
ができる。大型基板を用いる場合、ヘッド１４０５、ヘッド１４１２は基板上を、矢印の
方向に自在に走査し、描画する領域を自由に設定することができ、同じパターンを一枚の
基板に複数描画することができる。
【０２４０】
　また、組成物を吐出する工程は、減圧下で行ってもよい。吐出時に基板を加熱しておい
てもよい。組成物を吐出後、乾燥と焼成の一方又は両方の工程を行う。乾燥と焼成の工程
は、両工程とも加熱処理の工程であるが、例えば、乾燥は８０～１００度（℃）で３分間
、焼成は２００～５５０度（℃）で１５分間～６０分間で行うもので、その目的、温度と
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時間が異なるものである。乾燥の工程、焼成の工程は、常圧下又は減圧下で、レーザ光の
照射や瞬間熱アニール、加熱炉などにより行う。なお、この加熱処理を行うタイミング、
加熱処理の回数は特に限定されない。乾燥と焼成の工程を良好に行うためには、そのとき
の温度は、基板の材質及び組成物の性質に依存する。
【０２４１】
　なお、本実施の形態は、他の実施の形態と適宜組み合わせることが可能である。
【０２４２】
（実施の形態６）
　本実施の形態では、実施の形態４に示す発光装置をその一部に含む本発明の電子機器に
ついて説明する。本発明の電子機器は、実施の形態１に示した有機金属錯体を用いて作製
された発光素子を有する表示部を有する。また、消費電力の低減された表示部を有する。
【０２４３】
　本発明の有機金属錯体を用いて作製された発光素子を有する電子機器として、ビデオカ
メラ、デジタルカメラ、ゴーグル型ディスプレイ、ナビゲーションシステム、音響再生装
置（カーオーディオ、オーディオコンポ等）、コンピュータ、ゲーム機器、携帯情報端末
（モバイルコンピュータ、携帯電話、携帯型ゲーム機または電子書籍等）、記録媒体を備
えた画像再生装置（具体的にはＤｉｇｉｔａｌ　Ｖｅｒｓａｔｉｌｅ　Ｄｉｓｃ（ＤＶＤ
）等の記録媒体を再生し、その画像を表示しうる表示装置を備えた装置）などが挙げられ
る。これらの電子機器の具体例を図６に示す。
【０２４４】
　図６（Ａ）は本発明に係るテレビ装置であり、筐体９１０１、支持台９１０２、表示部
９１０３、スピーカー部９１０４、ビデオ入力端子９１０５等を含む。このテレビ装置に
おいて、表示部９１０３は、実施の形態２～３で説明したものと同様の発光素子をマトリ
クス状に配列して構成されている。当該発光素子は、発光効率が高いという特徴を有して
いる。その発光素子で構成される表示部９１０３も同様の特徴を有するため、このテレビ
装置は低消費電力化が図られている。このような特徴により、テレビ装置において、電源
回路を大幅に削減、若しくは縮小することができるので、筐体９１０１や支持台９１０２
の小型軽量化を図ることが可能である。本発明に係るテレビ装置は、低消費電力、高画質
及び小型軽量化が図られているので、それにより住環境に適合した製品を提供することが
できる。
【０２４５】
　図６（Ｂ）は本発明に係るコンピュータであり、本体９２０１、筐体９２０２、表示部
９２０３、キーボード９２０４、外部接続ポート９２０５、ポインティングデバイス９２
０６等を含む。このコンピュータにおいて、表示部９２０３は、実施の形態２～３で説明
したものと同様の発光素子をマトリクス状に配列して構成されている。当該発光素子は、
発光効率が高いという特徴を有している。その発光素子で構成される表示部９２０３も同
様の特徴を有するため、このコンピュータは低消費電力化が図られている。このような特
徴により、コンピュータにおいて、電源回路を大幅に削減、若しくは縮小することができ
るので、本体９２０１や筐体９２０２の小型軽量化を図ることが可能である。本発明に係
るコンピュータは、低消費電力、高画質及び小型軽量化が図られているので、環境に適合
した製品を提供することができる。
【０２４６】
　図６（Ｃ）は本発明に係る携帯電話であり、本体９４０１、筐体９４０２、表示部９４
０３、音声入力部９４０４、音声出力部９４０５、操作キー９４０６、外部接続ポート９
４０７、アンテナ９４０８等を含む。この携帯電話において、表示部９４０３は、実施の
形態２～３で説明したものと同様の発光素子をマトリクス状に配列して構成されている。
当該発光素子は、発光効率が高いという特徴を有している。その発光素子で構成される表
示部９４０３も同様の特徴を有するため、この携帯電話は低消費電力化が図られている。
このような特徴により、携帯電話において、電源回路を大幅に削減、若しくは縮小するこ
とができるので、本体９４０１や筐体９４０２の小型軽量化を図ることが可能である。本
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発明に係る携帯電話は、低消費電力、高画質及び小型軽量化が図られているので、携帯に
適した製品を提供することができる。
【０２４７】
　図６（Ｄ）は本発明の係るカメラであり、本体９５０１、表示部９５０２、筐体９５０
３、外部接続ポート９５０４、リモコン受信部９５０５、受像部９５０６、バッテリー９
５０７、音声入力部９５０８、操作キー９５０９、接眼部９５１０等を含む。このカメラ
において、表示部９５０２は、実施の形態２～３で説明したものと同様の発光素子をマト
リクス状に配列して構成されている。当該発光素子は、発光効率が高いという特徴を有し
ている。その発光素子で構成される表示部９５０２も同様の特徴を有するため、このカメ
ラは低消費電力化が図られている。このような特徴により、カメラにおいて、電源回路を
大幅に削減、若しくは縮小することができるので、本体９５０１の小型軽量化を図ること
が可能である。本発明に係るカメラは、低消費電力、高画質及び小型軽量化が図られてい
るので、携帯に適した製品を提供することができる。
【０２４８】
　以上の様に、本発明の発光装置の適用範囲は極めて広く、この発光装置をあらゆる分野
の電子機器に適用することが可能である。本発明の発光素子を用いることにより、低消費
電力な表示部を有する電子機器を提供することが可能となる。また、本発明の電子機器は
、実施の形態１で示した組成物を用いて形成されている発光素子を有しているため、量産
性に優れている。また、材料利用効率が高いため、製造コストが低減されており、低コス
トの電子機器を得ることができる。
【０２４９】
　また、本発明の発光装置は、照明装置として用いることもできる。本発明の発光素子を
照明装置として用いる一態様を、図７を用いて説明する。
【０２５０】
　図７は、本発明の発光装置をバックライトとして用いた液晶表示装置の一例である。図
７に示した液晶表示装置は、筐体９０１、液晶層９０２、バックライト９０３、筐体９０
４を有し、液晶層９０２は、ドライバＩＣ９０５と接続されている。また、バックライト
９０３は、本発明の発光装置が用いられおり、端子９０６により、電流が供給されている
。
【０２５１】
　本発明の発光装置を液晶表示装置のバックライトとして用いることにより、消費電力の
低減されたバックライトが得られる。また、本発明の発光装置は、面発光の照明装置であ
り大面積化も可能であるため、バックライトの大面積化が可能であり、同時に液晶表示装
置の大面積化も可能になる。さらに、本発明の発光装置は薄型で低消費電力であるため、
表示装置の薄型化、低消費電力化も可能となる。また、本発明の発光装置は、実施の形態
１で示した組成物を用いて形成されているため、量産性に優れている。また、材料利用効
率が高いため、製造コストが低減されており、低コストの発光装置を得ることができる。
よって、本発明の発光装置を用いた液晶表示装置も同様の特徴を有する。
【０２５２】
　図８は、本発明を適用した発光装置を、照明装置である電気スタンドとして用いた例で
ある。図８に示す電気スタンドは、筐体２００１と、光源２００２を有し、光源２００２
として、本発明の発光装置が用いられている。本発明の発光装置は、高輝度の発光が可能
であるため、細かい作業をする場合など、手元を明るく照らすことが可能である。本発明
の発光装置は、実施の形態１で示した組成物を用いて形成されているため、量産性に優れ
ている。また、材料利用効率が高いため、製造コストが低減されており、低コストの発光
装置を得ることができる。
【０２５３】
　図９は、本発明を適用した発光装置を、室内の照明装置３００１として用いた例である
。本発明の発光装置は大面積化が可能であるため、大面積の照明装置として用いることが
できる。また、本発明の発光装置は、薄型で低消費電力であるため、薄型化、低消費電力
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化の照明装置として用いることが可能となる。このように、本発明を適用した発光装置を
、室内の照明装置３００１として用いた部屋に、図６（Ａ）で説明したような、本発明に
係るテレビ装置を設置して公共放送や映画を鑑賞することができる。このような場合、両
装置は低消費電力であるので、電気料金を心配せずに、明るい部屋で迫力のある映像を鑑
賞することができる。
【実施例１】
【０２５４】
≪合成例１≫
　本合成例１では、実施の形態１で示した構造式（１４７）で表される本発明の有機金属
錯体、ビス（２，３，５－トリフェニルピラジナト）（ジピバロイルメタナト）イリジウ
ム（ＩＩＩ）（略称：［Ｉｒ（ｔｐｐｒ）２（ｄｐｍ）］）の合成例を具体的に例示する
。
【０２５５】
【化４９】

【０２５６】
＜ステップ１；　２，３，５－トリフェニルピラジン（略称：Ｈｔｐｐｒ）の合成＞
まず、窒素雰囲気にて、フェニルリチウムのジブチルエーテル溶液（（株）和光純薬工業
製、２．１ｍｏｌ／Ｌ）５．５ｍＬとジエチルエーテル５０ｍＬを混合し、氷冷しながら
、この溶液に２、３－ジフェニルピラジン２．４３ｇを滴下し、室温にて２４時間撹拌し
た。この混合物に水を加え、ジエチルエーテルにて有機層を抽出した。得られた有機層を
水で洗浄し、硫酸マグネシウムにて乾燥した。乾燥した後の溶液に活性二酸化マンガンを
過剰に加えて、ろ過した。この溶液の溶媒を留去した後、得られた残渣を、エタノールで
再結晶することにより、ピラジン誘導体Ｈｔｐｐｒを得た（黄色粉末、収率５６％）。ス
テップ１の合成スキームを下記（ａ－１）に示す。
【０２５７】
【化５０】

【０２５８】
＜ステップ２；　ジ－μ－クロロ－ビス［ビス（２，３，５－トリフェニルピラジナト）
イリジウム（ＩＩＩ）］（略称：［Ｉｒ（ｔｐｐｒ）２Ｃｌ］２）の合成＞
次に、２－エトキシエタノール３０ｍＬと水１０ｍＬとの混合液を溶媒として、上記ステ
ップ１で得たピラジン誘導体Ｈｔｐｐｒを１．０８ｇ、塩化イリジウム水和物（ＩｒＣｌ

３・Ｈ２Ｏ）（Ｓｉｇｍａ－Ａｌｄｒｉｃｈ社製）を０．７３ｇ混合し、窒素雰囲気にて
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キサンにて洗浄することにより、複核錯体［Ｉｒ（ｔｐｐｒ）２Ｃｌ］２　を得た（橙色
粉末、収率９７％）。ステップ２の合成スキームを下記（ｂ－１）に示す。
【０２５９】
【化５１】

【０２６０】
＜ステップ３；ビス（２，３，５－トリフェニルピラジナト）（ジピバロイルメタナト）
イリジウム（ＩＩＩ）（略称：［Ｉｒ（ｔｐｐｒ）２（ｄｐｍ）］の合成＞
２－エトキシエタノール２５ｍＬ、上記ステップ２で得た複核錯体［Ｉｒ（ｔｐｐｒ）２

Ｃｌ］２　０．４０ｇ、ジピバロイルメタン０．１４ｍＬ、炭酸ナトリウム０．２５ｇを
、還流管を付けたナスフラスコに入れ、フラスコ内をアルゴン置換した。その後、マイク
ロ波（２．４５ＧＨｚ　１５０Ｗ）を１５分間照射し、反応させた。反応溶液をろ過し、
得られたろ液をエタノールにて再結晶し、得られた赤色粉末をエタノール、ついでジエチ
ルエーテルにて洗浄することにより、本発明の有機金属錯体［Ｉｒ（ｔｐｐｒ）２（ｄｐ
ｍ）］を得た（収率７５％）。なお、マイクロ波の照射はマイクロ波合成装置（ＣＥＭ社
製　Ｄｉｓｃｏｖｅｒ）を用いた。ステップ３の合成スキームを下記（ｃ－１）に示す。
【０２６１】
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【化５２】

【０２６２】
なお、上記ステップ３で得られた赤色粉末の核磁気共鳴分光法（１Ｈ－ＮＭＲ）による分
析結果を下記に示す。また、１Ｈ　ＮＭＲチャートを図１２に示す。このことから、本合
成例１において、上述の構造式（１４７）で表される本発明の有機金属錯体［Ｉｒ（ｔｐ
ｐｒ）２（ｄｐｍ）］が得られたことがわかった。
【０２６３】
１Ｈ　ＮＭＲを以下に示す。１Ｈ　ＮＭＲ．δ（ＣＤＣｌ３）：１．０２（ｓ，１８Ｈ）
，５．６４（ｓ，１Ｈ），６．５１（ｍ，４Ｈ），６．６４（ｍ，２Ｈ），６．９２（ｄ
，２Ｈ），７．４４－７．５６（ｍ，１２Ｈ），７．８０（ｂｒｓ，４Ｈ），８．０６（
ｄ，４Ｈ），８．８６（ｓ，２Ｈ）．
【０２６４】
　また、得られた本発明の有機金属錯体［Ｉｒ（ｔｐｐｒ）２（ｄｐｍ）］の分解温度を
高真空差動型示差熱天秤（ブルカー・エイエックスエス株式会社製、ＴＧ－ＤＴＡ２４１
０ＳＡ）により測定した。昇温速度を１０℃／ｍｉｎに設定し、常圧下で昇温したところ
、３２７℃にて５％の重量減少が見られ、良好な耐熱性を示すことがわかった。
【０２６５】
　次に、［Ｉｒ（ｔｐｐｒ）２（ｄｐｍ）］の吸収スペクトルを測定した。吸収スペクト
ルの測定は紫外可視分光光度計（（株）日本分光製　Ｖ５５０型）を用い、ジクロロメタ
ン溶液（０．０９４ｍｍｏｌ／Ｌ）を用いて、室温で測定を行った。また、［Ｉｒ（ｔｐ
ｐｒ）２（ｄｐｍ）］の発光スペクトルを測定した。発光スペクトルの測定は蛍光光度計
（（株）浜松ホトニクス製　ＦＳ９２０）を用い、脱気したジクロロメタン溶液（０．３
３ｍｍｏｌ／Ｌ）を用いて、室温で測定を行った。励起波長は４６５ｎｍとした。測定結
果を図１３に示す。横軸は波長、縦軸はモル吸光係数および発光強度を表す。
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　図１３に示す通り、本発明の有機金属錯体［Ｉｒ（ｔｐｐｒ）２（ｄｐｍ）］は、６３
０ｎｍに発光ピークを有しており、溶液からは赤色の発光が観測された。
【実施例２】
【０２６７】
　本実施例では、実施の形態１で述べたようなピラジン骨格を有する有機金属錯体の溶解
性を評価した。評価は、各種溶媒に対する溶解度を調べることにより行った。溶媒は、ア
ルコールである２－エトキシエタノール、イソプロパノールおよびエタノール、エーテル
であるジオキサン、芳香環を有さない有機溶媒であるクロロホルムやジメチルホルムアミ
ド（ＤＭＦ）、芳香族炭化水素系の溶媒であるトルエンを用いた。
【０２６８】
　ピラジン骨格を有する有機金属錯体としては、実施の形態１で開示した錯体のうち、実
施例１で合成した構造式（１４７）で表される［Ｉｒ（ｔｐｐｒ）２（ｄｐｍ）］を評価
対象として選び、その溶解度を調査した。
【０２６９】
【化５３】

【０２７０】
　サンプルの溶解度試験結果を下記表１に示す。表１では、溶解度ｘ（ｇ／Ｌ）が、ｘ＜
０．６のものをバツ、０．９＞ｘ≧０．６のものを三角、１．２＞ｘ≧０．９のものを丸
、ｘ≧１．２のものを二重丸で示してある。
【０２７１】
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【表１】

【０２７２】
　実施例１で合成した構造式（１４７）で表される［Ｉｒ（ｔｐｐｒ）２（ｄｐｍ）］は
溶解度が高く、アルコールである２－エトキシエタノール、イソプロパノールおよびエタ
ノールに対しては、十分に高い溶解性（０．６ｇ／Ｌ以上）を示した。特に、２－エトキ
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かる。したがって、湿式法により作製する発光素子に用いる塗布用組成物に好適である。
【０２７３】
　また、構造式（１４７）で表される［Ｉｒ（ｔｐｐｒ）２（ｄｐｍ）］は、エーテルで
あるジオキサンに対しても非常に高い溶解性（１．２ｇ／Ｌ以上）を示していることがわ
かる。また、芳香環を有さない有機溶媒であるクロロホルムやジメチルホルムアミド（Ｄ
ＭＦ）に対しても非常に高い溶解性（１．２ｇ／Ｌ以上）を示していることがわかる。ま
た、芳香族炭化水素系の溶媒であるトルエンに対しても十分に高い溶解性（０．６ｇ／Ｌ
以上）を示した。よって、構造式（１４７）で表される［Ｉｒ（ｔｐｐｒ）２（ｄｐｍ）
］は多くの種類の溶媒に対して溶解性を示すため、塗布用組成物に好適である。
【０２７４】
このように、一般式（Ｌ１）で表される配位子を導入することにより溶解性が高くなるこ
とを、本発明者らは見出した。特に、芳香環を持たない溶媒（例えば、アルコール類）に
対する溶解度が向上する現象は、非常に特徴的と言える。
【実施例３】
【０２７５】
　本実施例では、本発明の有機金属錯体を用いた発光素子について説明する。
【０２７６】
≪溶液Ａの調整≫
　まず、２－メトキシエタノール（関東化学製）２０ｍＬに、ビス（２－メチル－８－キ
ノリノラト）（４－フェニルフェノラト）アルミニウム（ＩＩＩ）（ケミプロ化成製、昇
華精製品）（略称：ＢＡｌｑ）を０．３０５ｇ、Ｎ，Ｎ’－ビス（３－メチルフェニル）
－Ｎ，Ｎ’－ジフェニル－［１，１’－ビフェニル］－４，４’－ジアミン（東京化成製
）（略称：ＴＰＤ）を０．０１５１ｇ、実施例１で合成したＩｒ（ｔｐｐｒ）２（ｄｐｍ
）を０．０２９ｇ溶解させ、本発明の有機金属錯体を含む溶液Ａを調整した。なお、溶液
Ａは、スピンコートをおこなう直前に１時間、酸素除去を目的としたアルゴンによるバブ
リングをおこなった。また、成膜直前まで、サンプル瓶ごと７５℃に設定したオーブン（
大気圧）にて保温した。ＢＡｌｑ、ＴＰＤ、Ｉｒ（ｔｐｐｒ）２（ｄｐｍ）の構造式を下
記に示す。
【０２７７】
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【化５４】

【０２７８】
≪溶液Ｂの調整≫
　１，４－ジオキサン（脱水）（関東化学製）４０ｍＬに、ポリビニルカルバゾール（ア
ルドリッチ製、Ｍｗ＝１１０００００）（略称：ＰＶＫ）を０．１０ｇ、４，４’－ビス
［Ｎ－（１－ナフチル）－Ｎ－フェニルアミノ］ビフェニル（ケミプロ化成、昇華精製品
）（略称：ＮＰＢ）を０．０２５５ｇ溶解させることにより、溶液Ｂを作製した。ＰＶＫ
、ＮＰＢの構造式を下記に示す。
【０２７９】
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【化５５】

【０２８０】
＜発光素子１の作製＞
　まず、１１０ｎｍの膜厚でインジウム錫珪素酸化物（ＩＴＳＯ）が成膜されたガラス基
板を用意した。ＩＴＳＯ表面は、２ｍｍ角の大きさで表面が露出するよう周辺をポリイミ
ド膜で覆った。なお、ＩＴＳＯは発光素子の陽極として機能する。この基板上に発光素子
を形成するための前処理として、まず、水と２－エトキシエタノールを３：２の体積比で
混合した混合液をＩＴＳＯ上に滴下し、スピンコートした。
【０２８１】
　次に、ＰＥＤＯＴ／ＰＳＳ（スタルク社製、ＡＩ４０８３ｓｐ．ｇｒ）１５ｍＬと２－
エトキシエタノール１０ｍＬを混合した混合溶液を調製し、この混合溶液をＩＴＳＯ上に
滴下した。直後に、２０００ｒｐｍの回転数で６０秒、次いで３０００ｒｐｍの回転数で
１０秒スピンコートした。さらに、基板端部を拭き取り、ＩＴＳＯに接続している端子を
露出させた後、ロータリーポンプで減圧した真空乾燥機内において１１０℃で２時間焼成
し、ＩＴＳＯ上に正孔注入層であるＰＥＤＯＴ／ＰＳＳを形成した。膜厚は５０ｎｍであ
った。
【０２８２】
　次に、ＰＥＤＯＴ／ＰＳＳ上に、先に調整した溶液Ｂを、グローブボックス内（酸素濃
度２０ｐｐｍ以下、水分濃度５ｐｐｍ以下）で、スピンコートした。スピンコートは、ま
ず３００ｒｐｍの回転数で２秒間行い、次いで２０００ｒｐｍの回転数で６０秒間行い、
２５００ｒｐｍの回転数で１０秒間行った。さらに、基板端部を拭き取り、ＩＴＳＯに接
続している端子を露出させた。その後、ロータリーポンプで減圧した真空乾燥機内におい
て１２０℃で１時間の真空加熱乾燥を行い、正孔輸送層を形成した。なお、同溶液Ｂを用
いて上記の成膜条件でガラス基板上に成膜し、表面形状測定装置（アルバック製、ＤＥＫ
ＴＡＫ　Ｖ２００Ｓｉ）で測定したところ、膜厚は１５ｎｍであった。
【０２８３】
　次に、ＰＥＤＯＴ／ＰＳＳおよびＰＶＫ／ＮＰＢが成膜された基板を、大気暴露するこ
となく、グローブボックス内（酸素濃度　１０ｐｐｍ以下，水分濃度２ｐｐｍ以下）の環
境下に配置し、正孔輸送層上に、溶液Ａをスピンコートした。スピンコートは、まず３０
０ｒｐｍの回転数で２秒間行い、次いで５００ｒｐｍの回転数で６０秒間行い、２５００
ｒｐｍの回転数で１０秒間行った。さらに、基板端部を拭き取り、ＩＴＳＯに接続してい
る端子を露出させた。その後、ロータリーポンプで減圧した真空乾燥機内において１００
℃で１時間の真空加熱乾燥を行い、発光層を形成した。なお、同溶液Ａを用いて上記の成
膜条件でガラス基板上に成膜し、表面形状測定装置（アルバック製、ＤＥＫＴＡＫ　Ｖ２
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００Ｓｉ）で測定したところ、膜厚は４０ｎｍであった。
【０２８４】
　次に、上記の基板を大気暴露することなく、真空蒸着装置内に配置し、発光層が形成さ
れた面が下方となるように、基板を真空蒸着装置内に設けられたホルダーに固定した。
【０２８５】
　真空蒸着装置内を１０－４Ｐａに減圧した後、ビス（２－メチル－８－キノリノラト）
（４－フェニルフェノラト）アルミニウム（ＩＩＩ）（略称：ＢＡｌｑ）を１０ｎｍ蒸着
することにより、第１の電子輸送層を形成した。さらに、第１の電子輸送層上に、バソフ
ェナントロリン（略称：ＢＰｈｅｎ）を２０ｎｍ蒸着することにより、第２の電子輸送層
を形成した。さらに、第２の電子輸送層上に、フッ化リチウム（ＬｉＦ）を１ｎｍ蒸着す
ることにより、電子注入層を形成した。最後に、陰極としてアルミニウムを２００ｎｍ成
膜し、本発明の発光素子１を作製した。なお、上述した蒸着過程において、蒸着は全て抵
抗加熱法を用いた。ＢＰｈｅｎの構造式を下記に示す。
【０２８６】

【化５６】

【０２８７】
＜発光素子１の動作特性＞
　以上により得られた発光素子１を、窒素雰囲気のグローブボックス内において、発光素
子が大気に曝されないように封止する作業を行った後、この発光素子の動作特性について
測定を行った。なお、測定は室温（２５℃に保たれた雰囲気）で行った。
【０２８８】
　発光素子１に１ｍＡの電流を流したときの発光スペクトルを図１４に示す。
【０２８９】
　発光素子１は、輝度１０２５ｃｄ／ｍ２のときのＣＩＥ色度座標は（ｘ＝０．６６、ｙ
＝０．３４）であり、赤色の発光を示した。また、輝度１０２５ｃｄ／ｍ２のときの電流
効率は３．２ｃｄ／Ａであった。また、輝度１０２５ｃｄ／ｍ２のときの電圧は１２．０
Ｖ、電流密度は、３１．９ｍＡ／ｃｍ２であり、パワー効率は０．８ｌｍ／Ｗであった。
また、図１４に示すように発光ピーク波長は６１８ｎｍであった。
【０２９０】
　以上から、本発明を適用することにより、発光効率が高い発光素子を得ることができる
ことがわかる。
【０２９１】
　また、本発明の組成物を用いることにより、有機化合物を含む層上に、さらに湿式法を
用いて層を形成することができることがわかる。特に、本実施例で示したように、アルコ
ールに不溶である層（本実施例では正孔輸送層）を湿式法にて形成した後、その上に、ア
ルコールを用いた本発明の組成物を湿式法により塗布することで、湿式法を用いた積層が
実現可能となる。よって、本発明の組成物を用いた発光素子の作製方法は量産性に優れ、
工業化に適している。また、材料利用効率が高く、製造コストを低減することができる。
【実施例４】
【０２９２】
≪合成例２≫
　本合成例２では、実施の形態１で示した構造式（１４８）で表される本発明の有機金属
錯体、ビス（２，３，５－トリフェニルピラジナト）（ピバロイルトリフルオロアセトナ
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ト）イリジウム（ＩＩＩ）（略称：［Ｉｒ（ｔｐｐｒ）２（ｐＦａｃ）］）の合成例を具
体的に例示する。
【０２９３】
【化５７】

【０２９４】
＜ビス（２，３，５－トリフェニルピラジナト）（ピバロイルトリフルオロアセトナト）
イリジウム（ＩＩＩ）（略称：［Ｉｒ（ｔｐｐｒ）２（ｐＦａｃ）］の合成＞
２－エトキシエタノール２５ｍＬ、前述の合成例１におけるステップ２で得た複核錯体［
Ｉｒ（ｔｐｐｒ）２Ｃｌ］２　０．４５ｇ、ピバロイルトリフルオロアセトン０．１４ｍ
Ｌ、炭酸ナトリウム０．２９ｇを、還流管を付けたナスフラスコに入れ、フラスコ内をア
ルゴン置換した。その後、マイクロ波（２．４５ＧＨｚ　１００Ｗ）を２０分間照射し、
反応させた。反応溶液にジクロロメタンを加えてろ過した。得られたろ液を濃縮して、橙
色粉末を析出させた。この粉末をろ取し、エタノール、ついでエーテルにて洗浄すること
により、本発明の有機金属錯体［Ｉｒ（ｔｐｐｒ）２（ｐＦａｃ）］を得た（収率７６％
）。本ステップの合成スキームを下記（ｃ－２）に示す。
【０２９５】
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【化５８】

【０２９６】
なお、上記ステップで得られた橙色粉末の核磁気共鳴分光法（１Ｈ－ＮＭＲ）による分析
結果を下記に示す。また、１Ｈ－ＮＭＲチャートを図１５に示す。このことから、本合成
例２において、上述の構造式（１４８）で表される本発明の有機金属錯体［Ｉｒ（ｔｐｐ
ｒ）２（ｐＦａｃ）］が得られたことがわかった。
【０２９７】
１Ｈ－ＮＭＲ．δ（ＣＤＣｌ３）：１．０６（ｓ，９Ｈ），５．８８（ｓ，１Ｈ），６．
４５（ｄ，２Ｈ），６．５４（ｄｔ，２Ｈ），６．６７（ｍ，２Ｈ），６．９２（ｄ，２
Ｈ），７．４８－７．５７（ｍ，１２Ｈ），７．８２（ｍ，４Ｈ），８．０８（ｄｄｄ，
４Ｈ），８．７５（ｓ，１Ｈ），８．９２（ｓ，１Ｈ）．
【０２９８】
次に、［Ｉｒ（ｔｐｐｒ）２（ｐＦａｃ）］の吸収スペクトルを測定した。吸収スペクト
ルの測定は紫外可視分光光度計（（株）日本分光製　Ｖ５５０型）を用い、ジクロロメタ
ン溶液（０．０９０ｍｍｏｌ／Ｌ）を用いて、室温で測定を行った。また、［Ｉｒ（ｔｐ
ｐｒ）２（ｐＦａｃ）］の発光スペクトルを測定した。発光スペクトルの測定は蛍光光度
計（（株）浜松ホトニクス製　ＦＳ９２０）を用い、脱気したジクロロメタン溶液（０．
３１ｍｍｏｌ／Ｌ）を用いて、室温で測定を行った。測定結果を図１６に示す。横軸は波
長、縦軸はモル吸光係数および発光強度を表す。
【０２９９】
図１６に示す通り、本発明の有機金属錯体［Ｉｒ（ｔｐｐｒ）２（ｐＦａｃ）］は、６１
０ｎｍに発光ピークを有しており、溶液からは橙色の発光が観測された。
【実施例５】
【０３００】
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　本実施例では、実施の形態１で述べたようなピラジン骨格を有する有機金属錯体の溶解
性を評価した。評価は、各種溶媒に対する溶解度を調べることにより行った。溶媒は、エ
ーテルであるジオキサン、芳香環を有さない有機溶媒であるクロロホルムやジメチルホル
ムアミド（ＤＭＦ）、芳香族炭化水素系の溶媒であるトルエンを用いた。
【０３０１】
　ピラジン骨格を有する有機金属錯体としては、実施の形態１で開示した錯体のうち、実
施例４で合成した構造式（１４８）で表される［Ｉｒ（ｔｐｐｒ）２（ｐＦａｃ）］を評
価対象として選び、その溶解度を調査した。
【０３０２】
【化５９】

【０３０３】
　サンプルの溶解度試験結果を下記表２に示す。表２では、溶解度ｘ（ｇ／Ｌ）が、ｘ＜
０．６のものをバツ、０．９＞ｘ≧０．６のものを三角、１．２＞ｘ≧０．９のものを丸
、ｘ≧１．２のものを二重丸で示してある。
【０３０４】
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【表２】

【０３０５】
　実施例４で合成した構造式（１４８）で表される［Ｉｒ（ｔｐｐｒ）２（ｐＦａｃ）］
は溶解度が高く、湿式法により作製する発光素子に用いる塗布用組成物に好適である。
【０３０６】
　具体的には、構造式（１４８）で表される［Ｉｒ（ｔｐｐｒ）２（ｐＦａｃ）］は、エ
ーテルであるジオキサンに対しても非常に高い溶解性（１．２ｇ／Ｌ以上）を示している
ことがわかる。また、芳香環を有さない有機溶媒であるクロロホルムやジメチルホルムア
ミド（ＤＭＦ）に対しても非常に高い溶解性（１．２ｇ／Ｌ以上）を示していることがわ
かる。また、芳香族炭化水素系の溶媒であるトルエンに対しても非常に高い溶解性（１．
２ｇ／Ｌ以上）を示している。よって、構造式（１４８）で表される［Ｉｒ（ｔｐｐｒ）

２（ｐＦａｃ）］は多くの種類の溶媒に対して溶解性を示すため、塗布用組成物に好適で
ある。
【０３０７】
このように、一般式（Ｌ１）で表される配位子を導入することにより溶解性が高くなるこ
とを、本発明者らは見出した。
【符号の説明】
【０３０８】
１００　　基板
１０１　　第１の電極
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１０２　　第２の電極
１０３　　ＥＬ層
１１１　　正孔注入層
１１２　　正孔輸送層
１１３　　発光層
１１４　　電子輸送層
１１５　　電子注入層
５０１　　第１の電極
５０２　　第２の電極
５１１　　第１の発光ユニット
５１２　　第２の発光ユニット
５１３　　電荷発生層
６０１　　駆動回路部（ソース側駆動回路）
６０２　　画素部
６０３　　駆動回路部（ゲート側駆動回路）
６０４　　封止基板
６０５　　シール材
６０７　　空間
６０８　　配線
６０９　　ＦＰＣ（フレキシブルプリントサーキット）
６１０　　素子基板
６１１　　スイッチング用ＴＦＴ
６１２　　電流制御用ＴＦＴ
６１３　　第１の電極
６１４　　絶縁物
６１６　　ＥＬ層
６１７　　第２の電極
６１８　　発光素子
６２３　　Ｎチャネル型ＴＦＴ
６２４　　Ｐチャネル型ＴＦＴ
７１３　　第１の電極
７１４　　絶縁層
７１６　　有機金属錯体を含む層
７１７　　第２の電極
７１８　　発光素子
７１９　　絶縁層
７３０　　液滴吐出装置
７３１　　液滴
７３２　　組成物を含む層
９０１　　筐体
９０２　　液晶層
９０３　　バックライト
９０４　　筐体
９０５　　ドライバＩＣ
９０６　　端子
９５１　　基板
９５２　　電極
９５３　　絶縁層
９５４　　隔壁層
９５５　　ＥＬ層
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９５６　　電極
１４００　　基板
１４０３　　液滴吐出手段
１４０４　　撮像手段
１４０５　　ヘッド
１４０６　　点線
１４０７　　制御手段
１４０８　　記憶媒体
１４０９　　画像処理手段
１４１０　　コンピュータ
１４１１　　マーカー
１４１２　　ヘッド
１４１３　　材料供給源
１４１４　　材料供給源
２００１　　筐体
２００２　　光源
３００１　　照明装置
９１０１　　筐体
９１０２　　支持台
９１０３　　表示部
９１０４　　スピーカー部
９１０５　　ビデオ入力端子
９２０１　　本体
９２０２　　筐体
９２０３　　表示部
９２０４　　キーボード
９２０５　　外部接続ポート
９２０６　　ポインティングデバイス
９４０１　　本体
９４０２　　筐体
９４０３　　表示部
９４０４　　音声入力部
９４０５　　音声出力部
９４０６　　操作キー
９４０７　　外部接続ポート
９４０８　　アンテナ
９５０１　　本体
９５０２　　表示部
９５０３　　筐体
９５０４　　外部接続ポート
９５０５　　リモコン受信部
９５０６　　受像部
９５０７　　バッテリー
９５０８　　音声入力部
９５０９　　操作キー
９５１０　　接眼部
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【図３】
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【図７】
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【図１０】 【図１１】
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【図１２】

【図１３】

【図１４】
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